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（様式説明用）

保健医療計画　進捗状況評価

【心血管疾患】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ｃ △△調べ
取組４－１
取組４－２

心血管疾患リハビリテー
ションが実施可能な医療
機関数（心大血管疾患リ
ハビリテーション料Ⅰ・
Ⅱの届出施設数）

86施設
（平成29年9月1日現

在）
増やす ○○施設

△△調べ

取組４－１ 退院患者平均在院日数
7.6日

（平成26年）
維持する ○○日 □□調査

取組３
東京都ＣＣＵネットワー
ク参画医療機関数

72施設
（平成29年10月1

日）
維持する ○○施設

△△調べ

取組２
バイスタンダーによる応
急手当実施率

26.26％
（平成27年）

上げる ○○○％ □□調査

取組２ ＡＥＤマップ登録数
29,385件

（平成29年10月1日現
在）

増やす ○○○件

共通
虚血性心疾患患者の年齢
調整死亡率（人口10万
対）

男性　42.5
女性　16.0

（平成27年）
下げる

男性　○○
女性　○○

共通

課題２ 都民や患者家族による応急手当の普及推進

○○調査

課題３ 速やかな初期治療の実施

課題１ 取組１ 発症予防のための普及啓発

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

B

総合評価

課題４ 早期退院の促進から重症化予防・再発予防までの継続的な支援

取組

取組４－２ 重症化予防・再発予防のための継続的な支援

取組４－１

取組３ 速やかな初期治療の実施

課題

心血管疾患の発症予防

取組２ 都民や患者家族による応急手当の普及推進

早期退院と社会復帰の促進

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   

"生活習慣の改善"の指標参照 

各指標の達成・進捗状況についてＡ～Ｄで評価 

各指標の評価に事業実績の進捗を加味して、疾病事

業ごとに、Ａ～Ｄで総合評価 

様式１－１ 「５疾病５事業在宅」は様式１－１及び１－２、 

「上記以外」は様式２－１及び２－２ を使用 
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（様式説明用）

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

＜課題４＞
早期退院の促進から重症化予
防・再発予防までの継続的な支
援

（取組４－１）
早期退院と社会復帰の促進

（取組４－２）
重症化予防・再発予防のための
継続的な支援

＜課題１＞
心血管疾患の発症予防

××千円

＜課題３＞
速やかな初期治療の実施

○△事業

○○回実施～を実施する。

＜課題２＞
都民や患者家族による応急手当
の普及推進

（取組２）
都民や患者家族による応急手当
の普及推進

□□□事業

（取組１）
発症予防のための普及啓発

○○○○事業

（取組３）
速やかな初期治療の実施

△△事業

国
庫
負
担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

様式１－２ 
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（様式説明用）

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　各指標の達成状況

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｃ

Ｂ ○△調べ

ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮ
ﾝ医療

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３

（看護職
員）
取組１
取組２
取組３
取組４

取組１
取組２
取組３

取組１

医療
人材

（医師）
取組１－１
取組１－２
取組１－３
取組２－１
取組２－２
取組２－３

回復期ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ病棟の
病床数

7,057床
(10万人当たり51.4

床)
(平成29年9月現在)

125,774
（平成28年末）

※国の「看護職員
受給推計」（平成
30年度策定予定）
に合わせて設定

○○○○○人

増やす ○○○床

○△調査

○○○調査

へき地町村が必要とする
医師充足率（へき地町村
の医師派遣要請に対する
充足率）《再掲》

96.4％
（100％）

（平成29年4月1日
現在）

100%
○○％

（○○％）
□□□調べ

看護職員数

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝが実施可能な
医療機関数

運動器　892施設
脳血管　537施設
呼吸器　319施設
がん　　117施設
心大血管 86施設
(平成29年9月現

在）

増やす

運動器　○○施設
脳血管　○○施設
呼吸器　○○施設
がん　　○○施設
心大血管 ○施設

小児科：○○
産科・産婦人科：

○○
救急科：○○

△△△調べ

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

実績

人口10万人当たり医師数

小児科：17.2
産科・産婦人科：

12.2
救急科：3.6
（平成28年）

増やす

項目 取組 指標名 策定時 目標値

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   

各指標の達成・進捗状況についてＡ～Ｄで評価 

様式２－１ 
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（様式説明用）

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

○　事業実績

○

○○回開催 ××千円

＜課題２＞
地域リハビリテーション
支援体制の充実が必要

（取組２）
地域リハビリテーション
支援体制の充実

△△事業

□□事業

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

平成30年度計画
（予算規模等）

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰ
ｼｮﾝ医療

＜課題１＞
一貫したリハビリテー
ションの実施

（取組１）
一貫したリハビリテー
ションの推進

○○事業
～により医療機関の連携を確保
する。

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

様式２－２ 
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【がん】

○　課題と取組

取組２－４ 職域におけるがん検診の適切な実施に向けた支援の推進

取組４－１ がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケアの提供

取組４－２ 緩和ケア提供体制の充実・強化

取組２－１ 受診率向上に向けた関係機関支援の推進

取組２－２ がん検診受診に関する普及啓発の推進

取組２－３ 科学的根拠に基づく検診実施に向けた支援の推進

取組９－２ あらゆる世代に対するがんに関する正しい理解の促進

高齢のがん患者への支援の充実

がんとの地域共生社会の構築

課題５

取組７ がんの地域共生社会の構築

取組６－２ 働きながら治療を受けるがん患者への支援の充実

課題７

取組９－１ 学校におけるがん教育の推進

あらゆる世代へのがん教育課題９

課題８ がん登録・研究

課題２ がんの早期発見に向けた取組の推進

総合評価

取組

取組６－１ 小児・ＡＹＡ世代のがん患者への支援の充実

取組５

取組３－３ リハビリテーションの充実

課題

取組３－２ がん治療に係る口腔ケアの充実

がんに関する悩みや不安の整理と情報提供の充実

取組３－１

Ｂ

患者・家族の不安の軽減

取組８ がん登録の一層の質の向上とがん研究の充実

課題３

がんと診断された時からの切れ目のない緩和ケアの提供課題４

ライフステージに応じたがん対策課題６

取組４－４ 緩和ケアに関する普及啓発

取組６－３

がん医療提供体制・支援体制の充実

集学的治療の実施と地域との連携による質の高い適切ながん医療
の提供

取組４－３ 緩和ケアに携わる人材の育成

課題１ がん予防の取組の推進

取組１－１
科学的根拠に基づき、がんのリスクを下げるための生活習慣に関
する普及啓発の促進

取組１－２ 生活習慣を改善しやすい環境づくりの推進

取組１－３ 喫煙・受動喫煙の健康影響に関する普及啓発

取組１－４ 未成年者の喫煙防止

取組１－５ 受動喫煙防止対策

取組１－６ 感染症に起因するがんの予防に関する取組の推進

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－１

○　各指標の達成状況

B

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

―

Ｄ

Ａ

―

Ｃ

Ｃ

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

共通
75歳未満年齢調整死亡率
（人口10万対）

75.5
減らす

（67.9未満）
（平成34年）

72.4
国立がん研究センター
がん対策情報センター

共通

日常生活をがんにかかる前
と同じように過ごすことがで
きていると回答した患者（手
術や薬の副作用などはある
が、以前と同じように生活で
きていると回答した人を含
む。）の割合

66.9% 増やす ― 東京都がん患者調査

国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

食塩の摂取量（１日当たり）８
g以下の人の割合（20歳以
上）

男性22.4％
女性37.1％

増やす ―
国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

野菜の摂取量（１日当たり）
350g以上の人の割合（20歳
以上）

男性35.5％
女性34.4％

増やす
（50％）

―

国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

脂肪エネルギー比率が適正
な範囲内（20％以上30％未
満）にある人の割合（20歳以
上）

男性49.5％
女性49.9％

増やす ―
国民健康・栄養調査（栄
養摂取状況調査）

果物の摂取量（１日当たり）
100g未満の人の割合（20歳
以上）

男性61.8％
女性52.0％

減らす ―

国民健康・栄養調査（身
体状況調査）

歩数（１日当たり）が下位
25％に属するの人の平均歩
数

男性（20歳から64歳）

3,152歩
男性（65歳から74歳）

2,535歩
女性（20歳から64歳）

3,458歩
女性（65歳から74歳）

2,178歩

増やす ―
国民健康・栄養調査（身
体状況調査）

歩数（１日当たり）が8,000歩
以上の人の割合

男性（20歳から64歳）

48.0％
男性（65歳から74歳）

42.3％
女性（20歳から64歳）

39.9％
女性（65歳から74歳）

32.3％

増やす ―

健康と保健医療に関す
る世論調査

眠れないことがまったくな
い、あるいはめったにない人
の割合

48.30% 増やす ―
健康と保健医療に関す
る世論調査

睡眠時間が十分、あるいは
ほぼ足りている人の割合

63.80% 増やす ―

健康と保健医療に関す
る世論調査

取組１－３
取組１－４

成人の喫煙率
全体18.3％
男性28.2％
女性 9.3％

全体12％
男性19％
女性　6％

（喫煙をやめたい人が
やめた場合の喫煙率）

― 国民生活基礎調査

生活習慣病のリスクを高める
量を飲酒している人の割合

男性18.9％
女性15.4％

減らす ―

東京都民の健康・栄養
状況

取組１－６
肝がんの罹患率
（年齢調整罹患率）

17.1 減らす 13.1
全国がん罹患モニタリン
グ集計

取組１－５ 受働喫煙の機会

行政機関5.5％
医療機関2.7％
職　場37.8％
飲食店48.3％

受働喫煙を
なくす

行政機関8.0％
医療機関6.5％
職　場37.5％
飲食店50.7％

健康増進法に基づくが
ん検診の対象人口率等
調査

取組２－３
全ての区市町村で科学的
根拠に基づくがん検診の実
施

2自治体
（完全遵守）

全区市町村 3自治体 精度管理評価事業

取組２－１
取組２－２
取組２－４

がん検診受診率

胃がん39.8％
肺がん37.2％

大腸がん41.9％
子宮頸がん39.8％

乳がん39.0％

5がん
50％

―

精度管理評価事業取組２－３ がん検診精密検査受診率

胃がん73.0％
肺がん70.2％

大腸がん56.8％
子宮頸がん65.8％

乳がん82.1％

5がん
90％

胃　が　ん72.7％
　　　　（Ｘ線）

　　　　　92.1％
　　　（内視鏡）

肺　が　ん67.0％
大腸がん53.3％

子宮頸がん71.1％
乳　が　ん84.7％

取組１－１
取組１－２

8



様式１－１

○　各指標の達成状況

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

Ｄ

―

―

Ｂ

―

―

―

―

―

―

―

―

―

Ａ

Ａ

―

―

―

Ｃ

―

―

取組３－１

拠点病院等の整備数 58か所 同数以上 57か所

東京都がん患者調査

取組４－２
取組４－３

日常生活をがんにかかる前
と同じように過ごすことがで
きていると回答した患者（手
術や薬の副作用などはある
が、以前と同じように生活で
きていると回答した人を含
む。）の割合<再掲>

66.9% 増やす ― 東京都がん患者調査

主治医等からの説明により
疑問や不安が解消された
（どちらかというと解消された
を含む。）と回答した患者の
割合

87.8% 増やす ―

がん診療連携拠点病院
における緩和ケア研修
受講率達成状況調査及
び東京都がん診療連携
拠点病院における緩和
ケア研修受講率達成状
況調査

取組４－４

緩和ケアのイメージについ
て、「がんが進行し治療がで
きなくなった場合の最後の
手段である」を選択した都民
の割合

30.1% 減らす ― 都民意識調査

取組４－３

がん診療において、がん患
者の主治医や担当医となる
者の緩和ケア研修会の受講
率が９０％を超えている国拠
点病院及び都拠点病院の
数

4/31 全指定病院 9/35

患者8.8％
家族7.6％

増やす ―
東京都がんに関する患
者・家族調査

東京都がん患者調査

取組５

がん相談支援センターの認
知度（「利用したことがある」
「病院内にあることは知って
いる」と回答した患者・家族
の割合）

患者67.4％
家族63.1％

増やす ―
東京都がんに関する患
者・家族調査

がん相談支援センターに相
談したことのある者の割合

緩和ケアのイメージについ
て、「抗がん剤や放射線の
治療ができない状態の方に
対する痛みなどの苦痛を軽
減するためのケア」を選択し
た患者の割合

37.8% 減らす ―

東京都がん患者調査

がん罹患後も就労継続して
いる患者の割合

53.7% 増やす ― 東京都がん患者調査

「がん相談支援センターを
今後も利用したい」と回答し
た患者の割合

63.3% 増やす ―

東京都がんに関する家
族調査

「がんになっても治療しなが
ら働くことが可能である」との
設問に「そう思う」「多少思う」
と回答した都民の割合

67.1% 増やす ― 都民意識調査

患者の付き添い等のために
仕事を辞めた家族の割合

10.2% 減らす ―

都民意識調査

東京都がんポータルサイト
の閲覧数

240,861 増やす 269,946

「がんは治る病気である」と
の設問に「そう思う」「多少思
う」と回答した都民の割合

68.1% 増やす ―

取組６－２

がん罹患後も就労継続して
いる患者の割合<再掲>

53.7% 増やす ―

「病院の相談員」に相談した
患者（家族）の割合（小児が
ん）

12.3% 増やす ―
東京都小児がんに関す
る患者調査

取組６－１

東京都がんポータルサイト
の閲覧数（小児がん）

16,268 増やす 18,741

東京都がん患者調査

「がんになっても治療しなが
ら働くことが可能である」との
設問に「そう思う」「多少思う」
と回答した都民の割合<再
掲>

67.1% 増やす ― 都民意識調査

都民意識調査
取組７
取組９

「がんは治る病気である」と
の設問に「そう思う」「多少思
う」と回答した都民の割合

68.1% 増やす ―

取組７

日常生活をがんにかかる前
と同じように過ごすことがで
きていると回答した患者（手
術や薬の副作用などはある
が、以前と同じように生活で
きていると回答した人を含
む。）の割合<再掲>

66.9% 増やす ― 東京都がん患者調査

取組６－３
がん相談支援センターのリ
ストを配布している在宅療養
相談窓口の数

0 全区市町村 0
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

○

○

○

○

○

○

○
（取組２－４）
職域におけるがん検診の適切な
実施に向けた支援の推進

がん予防・検診等実態調
査

職域でのがん検診の受診率をはじめ、
精度管理等に関する実態を把握する調
査を実施する。

都内事業所・健康保険組合を対象とし
た調査を実施。

○地域における食生活改善普及事業
野菜メニュー店の増加と普及（平成30
年度末時点447店）。
○野菜を食べる！習慣づくり
調理師団体と連携し、「野菜たっぷり
かんたんレシピ」を作成、レシピ検索
サイトへの記事掲載。
○あと10分歩こうキャンペーン
区市町村等が作成するウォーキング
マップを特設サイトに追加・更新（平
成30年度末時点29区市町村305コース
掲載）。また、日常生活における階段
利用等を促進。

15,163千円
（取組１－２）
生活習慣を改善しやすい環境づ
くりの推進

（取組１－５）
受動喫煙防止対策

東京都受動喫煙防止条例
の制定

○30年6月に東京都受動喫煙防止条例
を制定、31年1月に一部施行
○条例制定とその目的、内容等の周知
のため、様々な媒体を活用した普及啓
発や事業者向け説明会の開催、相談窓
口の設置、アドバイザー派遣、区市町
村が公衆喫煙所整備や相談対応、普及
啓発等を行った場合の補助等を実施
○事業者向け講習会開催

○各種ポスターやリーフレット作成、
条例制定や規制内容を知らせる動画作
成、周知イベント開催等の普及啓発を
展開
○事業者向けハンドブックや標識作成
○相談窓口を9月に設置：相談件数
は、電話1,497件、来所35件
○アドバイザー派遣事業を1月から実
施：派遣実績は、23件
○区市町村に対する公衆喫煙所整備費
補助：11自治体
○区市町村に対する相談対応・普及啓
発等補助：12自治体
○事業者向け講習会２日間３回開催
（延1,592人参加）

1,617,432千円

喫煙・受動喫煙の健康影
響に関する普及啓発

○ホームページやリーフレット等によ
り、喫煙・受動喫煙の健康影響に関す
る正しい知識を啓発
○卒煙リーフレットの配布や、禁煙外
来を行う都内の医療機関のホームペー
ジ掲載

ホームページに最新情報を掲載 ―

（取組１－４）
未成年者の喫煙防止

喫煙の健康影響に関する
普及啓発

○都内小中高校生から喫煙や受動喫煙
に関する健康影響、未成年者の喫煙防
止等に関するポスターを募集し優秀作
品を表彰することで、意識の啓発を図
る。
○喫煙開始年齢とされる大学生に向
け、大学と連携し喫煙の健康影響に関
する講座を開催、啓発コピーを作成
（30年度終了）

○計1,591作品の応募、小中高それぞ
れ最優秀作品１点、優秀作品５点を知
事表彰
○法政大学にて講座開催：130名参
加、ワークショップで参加者が考えた
コピーを基に啓発グッズを作成し都内
の成人式等で配布

13,633千円

（取組１－６）
感染症に起因するがんの予防に
関する取組の推進

肝炎ウイルス検診

検診実施体制の整備
（地域の受診率・精度管
理向上事業）

科学的根拠に基づくがん検診の受診率
向上から精密検査の受検勧奨、結果の
把握まで、一体的にがん検診事業の充
実に取り組む区市町村を支援する。

○区市町村がん検診事業担当者連絡会
開催（4回）
○がん検診精度管理評価事業
○東京都生活習慣病管理指導協議会が
ん部会開催（2回）
○がん検診精密検査結果報告書都内統
一様式を作成

3,223千円

がん予防・検診受診率向
上事業

広域的かつ効果的な普及啓発を推進す
ることでがん検診受診率の向上を図
り、がんによる死亡率減少を目指す。

○がん対策推進宣言（がん検診受診促
進に向けた機運の醸成）
○乳がん：ﾋﾟﾝｸﾘﾎﾞﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞin東京
○大腸がん：Tokyo健康ｳｵｰｸ
○子宮頸がん：成人式を活用したｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰへの記事掲載

38,935千円

検診実施体制の整備

科学的根拠に基づくがん検診の受診率
向上から精密検査の受検勧奨、結果の
把握まで、一体的にがん検診事業の充
実に取り組む区市町村を支援するとと
もに、検診に従事する人材の育成を図
る。

○区市町村がん検診事業担当者連絡会
開催（4回）
○がん検診精度管理評価事業
○東京都生活習慣病管理指導協議会が
ん部会開催（2回）
○がん検診精密検査結果報告書都内統
一様式を作成
○がん検診受託機関講習会（2回）、
胃内視鏡従事者研修（2回）、乳がん
検査従事者等講習会（1回）
○ﾏﾝﾓｸﾞﾗﾌｨ読影医師研修（2回）・同
撮影技師研修（2回）

25,434千円

国庫
負担

ウェルネス・チャレンジ

都民一人ひとりが望ましい生活習慣を
継続して実践し、生活習慣病の発症・
重症化予防を図るため、区市町村や民
間団体等と連携し、都民自らが負担感
のない生活習慣の改善を実践できるよ
う、普及啓発及び環境整備を行う。

医療保健政策区市町村包
括補助事業

効率的な受診率・精度管理向上事業を
実施する区市町村に対する財政的支援

がん検診受診率向上事業、がん検診精
度管理向上事業、がん検診受診環境整
備事業等の包括補助

―

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

（取組１－１）
科学的根拠に基づき、がんのリ
スクを下げるための生活習慣に
関する普及啓発の推進

東京都健康推進プラン２
１（第二次）の推進
（ポータルサイトの運
営）

ポータルサイト「とうきょう健康ス
テーション」により、都民等への健康
づくりに関する情報提供やプランの普
及啓発等を行う。

ポータルサイトへの科学的根拠に基づ
くがん予防法の掲載、その予防法の主
な項目を盛り込んだ生活習慣病予防パ
ンフレットを作成し、がん予防に関す
る正しい知識の普及啓発を実施。

1,488千円

（課題１）
がん予防の取組の推進

禁煙希望者に対する普及
啓発

禁煙治療費助成を行う区市町村に対す
る補助（包括補助）（新規）

包括補助による禁煙治療費助成自治体
への補助（７自治体）

―

（取組１－３）
喫煙・受動喫煙の健康影響に関
する普及啓発

都民が自身の肝炎ウイルス感染の状況
を認識し、必要に応じて保健指導を受
け、医療機関を受診することにより、
肝炎による健康被害を回避し、症状を
軽減し、進行を遅延させることを目的
とする。

○肝炎ウイルス検査の普及啓発
世界（日本）肝炎デー及び肝臓週間に
おける普及啓発、肝炎ウイルス検査受
検勧奨等に関する印刷物等の作成・配
布
○肝炎ウイルス検査実施体制の整備
区市町村・都保健所における検査の実
施

290,766千円

（取組２－１）
受診率向上に向けた関係機関支
援の推進

（取組２－３）
科学的根拠に基づく検診実施に
向けた支援の推進

21,781千円

（課題２）
がんの早期発見に向けた取組の
推進

（取組２－２）
がん検診受診に関する普及啓発
の推進
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

（取組３－１）
集学的治療の実施と地域との連
携による質の高い適切ながん医
療の提供

都道府県がん診療連携拠点病院　２か
所
がん診療連携拠点病院　25か所

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

（取組３－２）
がん治療に係る口腔ケアの充実

（取組３－３）
リハビリテーションの充実

東京都がん診療連携協力
病院事業

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

45,180千円
地域リハビリテーション
支援事業

おおむね二次保健医療圏ごとに指定し
ている地域リハビリテーション支援セ
ンターを拠点に、地域リハビリテー
ションの支援を行う。

○地域リハビリテーション支援セン
ターにおいて、リハビリテーション専
門職向けに、がんリハビリテーション
に関する研修会等を開催
○医療機関相互の連携促進等のため
に、がん患者リハビリテーション料の
施設基準を満たした医療機関を含む、
「リハビリテーション医療実施医療機
関名簿」を作成

＜課題３＞
がん医療提供体制・支援体制の
充実

○歯科医療従事者に対する研修事業
　・基礎、応用、導入研修　各２回
　・実地研修　１回
○研修終了者の情報を東京都歯科医師
会のホームページに掲載
○都民向け講演会　１回
○周術期等における医科歯科連携推進
のため、がん診療連携拠点病院等に対
して調査を実施

地域がん診療病院事業

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

地域がん診療病院　１か所 7,605千円

5,170千円

がん診療連携拠点病院事
業

256,719千円

東京都周術期口腔ケア推
進事業

○周術期口腔ケアに対応する歯科医師
や歯科衛生士を育成するための研修会
を開催し、研修修了者のいる医療機関
の情報を活用して、病院と歯科医療機
関との連携を図る
○周術期における口腔ケアや歯科受診
の大切さについて、患者家族の理解向
上と都民への普及啓発に取り組み、患
者の歯科受診を促進

東京都がん診療連携拠点
病院事業

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

東京都がん診療連携拠点病院　８か所 104,505千円
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

○

○

○

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

（取組４－２）
緩和ケア提供体制の充実・強化

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

256,719千円

都内医療機関における一層の緩和ケア
の充実に取り組むため、がん患者が切
れ目なく緩和ケアを受けられる体制を
整備していく。

地域がん診療病院事業

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

104,505千円

緩和ケアワーキンググループ　２回
東京都における緩和ケアに関する実態
調査の実施

25,741千円

256,719千円

「東京都がんポータルサイト」を開設
し、がん患者・家族の医療機関の選択
や療養上の悩みの解決、がんに対する
理解の促進に役立つよう、がんに関す
る各種の情報を集約し、分かりやすい
形で提供する。

がんポータルサイト（トップページ）
閲覧数（～1月）：1,987,430回

158千円

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

緩和ケア研修会受講実績　約2,100名

（開催施設数）
・都道府県がん診療連携拠点病院（２
施設（全２施設中））
・がん診療連携拠点病院（25施設（全
25施設中））
・地域がん診療病院（１施設（全１施
設中））
・東京都がん診療連携拠点病院（８施
設（全８施設中））
・その他（15施設）都民に広く高度ながん診療を提供する

体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

104,505千円

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

（取組４－３）
緩和ケアに携わる人材の育成

（取組４－４）
緩和ケアに関する普及啓発

がんポータルサイトの運
営

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

7,605千円

＜課題４＞
がんと診断された時からの切れ
目のない緩和ケアの提供

がん診療連携拠点病院事

地域がん診療病院事業
【再掲】

（取組４－１）
がんと診断された時からの切れ
目のない緩和ケアの提供

7,605千円

緩和ケア推進事業【再
掲】

東京都がん診療連携拠点
病院事業

緩和ケア研修会受講実績　約2,100名

（開催施設数）
・都道府県がん診療連携拠点病院（２
施設（全２施設中））
・がん診療連携拠点病院（25施設（全
25施設中））
・地域がん診療病院（１施設（全１施
設中））
・東京都がん診療連携拠点病院（８施
設（全８施設中））
・その他（15施設）

東京都がん診療連携拠点
病院事業【再掲】

緩和ケアワーキンググループ　２回
東京都における緩和ケアに関する実態
調査の実施

25,741千円緩和ケア推進事業

都内医療機関における一層の緩和ケア
の充実に取り組むため、がん患者が切
れ目なく緩和ケアを受けられる体制を
整備していく。

がん診療連携拠点病院事
業【再掲】
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

○

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

7,605千円

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

がん相談支援センター相談件数
約122,000件

（相談施設数）
・都道府県がん診療連携拠点病院（２
施設（全２施設中））
・がん診療連携拠点病院（25施設（全
25施設中））
・地域がん診療病院（１施設（全１施
設中））
・東京都がん診療連携拠点病院（８施
設（全８施設中））

がん診療連携拠点病院事
業

「東京都がんポータルサイト」を開設
し、がん患者・家族の医療機関の選択
や療養上の悩みの解決、がんに対する
理解の促進に役立つよう、がんに関す
る各種の情報を集約し、分かりやすい
形で提供する。

がんポータルサイト（トップページ）
閲覧数（～1月）：1,987,430回

158千円

256,719千円

東京都がん診療連携拠点
病院事業

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

104,505千円

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

がんポータルサイトの運
営【再掲】

（取組５）
がんに関する悩みや不安の整理
と情報提供の充実

＜課題５＞
患者・家族の不安の軽減

地域がん診療病院事業
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

○

○

○

○

―

（取組６－３）
高齢のがん患者への支援の充実

＜課題６＞
ライフステージに応じたがん対
策

「東京都がんポータルサイト」を開設
し、がん患者・家族の医療機関の選択
や療養上の悩みの解決、がんに対する
理解の促進に役立つよう、がんに関す
る各種の情報を集約し、分かりやすい
形で提供する。

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

7,605千円

東京都がん診療連携協力病院　21か所

158千円

東京都がん診療連携拠点病院　８か所

小児がんに関して高度な診療機能を有
する医療機関による「東京都小児がん
診療連携ネットワーク」を整備すると
ともに、「東京都小児がん診療連携協
議会」において小児がんの診療連携体
制や相談支援体制等について、あるべ
き体制を検討する。

小児がん診療連携協議会及び同部会：
計13回開催
小児がん拠点病院：2病院
東京都小児がん診療病院：11病院

14,925千円

・ＡＹＡ世代がんワーキンググループ
２回
・ＡＹＡ世代がん患者に関する実態調
査の実施

18,449千円

がんポータルサイト（トップページ）
閲覧数（～1月）：1,987,430回

がんポータルサイトの運
営【再掲】

東京都がん診療連携拠点
病院事業【再掲】

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

（取組６－２）
働きながら治療を受けるがん患
者への支援の充実

256,719千円

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

都民が、がんに罹患しても働きながら
治療を受けることができるなどライフ
ステージに応じた適切な治療や支援を
受けることを目指し、がん患者等の就
労を支援する体制等を整備する。

・就労支援ワーキングループ　２回
・がん患者の就労等に関する実態調査
の実施

11,976千円

○病院内分教室　５室
○病院内訪問教育機能の拠点化　４校
〇病弱教育部門の設置　４校

104,505千円

（取組６－１）
小児・ＡＹＡ世代のがん患者へ
の支援の充実

地域がん診療病院事業
【再掲】

東京都小児がん診療連携
推進事業

地域がん診療病院事業
【再掲】

東京都がん診療連携拠点
病院事業【再掲】

ＡＹＡ世代等がん患者支
援事業

がん患者の治療と仕事の
両立支援事業

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

がん診療連携拠点病院事
業【再掲】

104,505千円

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

7,605千円

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

がん診療連携拠点病院事
業【再掲】

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

都道府県がん診療連携拠点病院　２か
所
がん診療連携拠点病院　25か所

256,719千円

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

地域がん診療病院　１か所

がん相談支援センター相談件数
約122,000件

（相談施設数）
・都道府県がん診療連携拠点病院（２
施設（全２施設中））
・がん診療連携拠点病院（25施設（全
25施設中））
・地域がん診療病院（１施設（全１施
設中））
・東京都がん診療連携拠点病院（８施
設（全８施設中））

―
病院内教育体制の充実・
強化及び普及啓発の実施

病院に入院している児童・生徒に対し
て、病院内の分教室での授業や、教員
が病院を訪問して行う訪問教育を行
う。
都立特別支援学校４校に病弱教育部門
を設置する。

都内医療機関におけるＡＹＡ世代がん
患者への医療提供状況を踏まえ、都と
して重点的に取り組むべき課題及び解
決策を検討する。
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

○

○

○

東京都がん診療連携協力
病院事業【再掲】

肺がん、胃がん、大腸がん、肝がん、
乳がん及び前立腺がんのうち、指定を
受けようとするがん種について、患者
の治療計画を作成し、地域別の医療機
関と連携して治療を行うことにより、
地域のがん診療の中核的な役割を担
う。

東京都がん診療連携協力病院　21か所 ―

（取組８）
がん登録の一層の質の向上とが
ん研究の充実

＜課題８＞
がん登録・研究

104,505千円

がん診療連携拠点病院事
業【再掲】

がん診療連携拠点病院が、がん医療に
従事する医師等に対する研修、がん患
者やその家族等に対する相談支援、が
んに関する各種情報の収集・提供等の
事業を実施することにより、地域にお
けるがん診療連携の円滑な実施を図る
とともに、質の高いがん医療の提供体
制を確立することを目的とする。

256,719千円

＜課題７＞
がんとの地域共生社会の構築

院内がん登録実施の拡大・推進のた
め、「院内がん登録室」を設置・運営
し、都内医療機関の院内がん登録デー
タの収集・分析や院内がん登録実務者
を対象とした研修の実施など、院内が
ん登録実施機関の支援を行うことによ
り、都におけるがん医療水準の向上を
図る。

「東京都がん教育推進協議会」提言に
基づくがん教育の推進

「東京都がんポータルサイト」を開設
し、がん患者・家族の医療機関の選択
や療養上の悩みの解決、がんに対する
理解の促進に役立つよう、がんに関す
る各種の情報を集約し、分かりやすい
形で提供する。

【地域がん登録】
○遡り調査実施（1回、2015年症例）
○報告書発行（2回：2013年症例、
2014-2015年症例）
○事業運営委員会開催（1回）
○東京都がん登録事業報告会（1回）
【全国がん登録】
○遡り調査及び住所異動確認調査実施
（各1回、2016年症例）
○全国がん登録診療所指定（新規5施
設）
○全国がん登録事業説明会（3回）、
全国がん登録小児がん届出研修会（1
回）
○全国がん登録情報の利用・提供開始
に向けて、手数料条例、東京都がん登
録審議会規則及びがん登録事業実施要
綱等諸規定を整備

41,518千円

院内がん登録実務者への研修会　5回
実施

4,536千円

○令和４年度までに、都内全公立中学
校・都立学校が外部講師を活用したが
ん教育を実施するよう、通知や研修、
指導主事連絡協議会等で周知
○外部講師のリスト化や外部講師を対
象とした研修会の実施等、外部講師活
用体制の整備

―

地域がん診療病院事業
【再掲】

がん診療連携拠点病院のない二次医療
圏において、地域のがん医療を担う
「地域がん診療病院」を設置し、拠点
病院との役割分担によって高度な技術
を要さない手術、外来化学療法、緩和
ケア、がん患者やその家族等に対する
相談支援、がんに関する各種情報の収
集・提供等の事業を実施することによ
り、地域におけるがん診療連携の円滑
な実施を図るとともに、質の高いがん
医療の提供体制を確保する。

7,605千円

がんポータルサイト（トップページ）
閲覧数（～1月）：1,987,430回

158千円

がん相談支援センター相談件数
約122,000件

（相談施設数）
・都道府県がん診療連携拠点病院（２
施設（全２施設中））
・がん診療連携拠点病院（25施設（全
25施設中））
・地域がん診療病院（１施設（全１施
設中））
・東京都がん診療連携拠点病院（８施
設（全８施設中））

地域がん登録事業

（取組７）
がんの地域共生社会の構築

がんポータルサイトの運
営【再掲】

がん登録推進事業

都内公立学校におけるが
ん教育の推進

地方独立行政法人東京都
健康長寿医療センターに
おける、高齢者のがんに
対する発症予防・早期発
見・治療等に関する研究
事業

高齢者のがんの発症予防・早期発見・
治療のため、細胞老化や病態等の解明
を進め、臨床部門とも共同して有効な
治療法等の開発に努めていく。

総合的ながん対策の実施・評価に向
け、がん患者に関する正確な情報把握
を行うため、地域がん登録及び全国が
ん登録業務を実施する。

東京都がん診療連携拠点
病院事業【再掲】

都民に広く高度ながん診療を提供する
体制を確保するため、国の指定するが
ん診療連携拠点病院と同等の高度な診
療機能を有する病院を東京都がん診療
連携拠点病院として指定し、がん患者
やその家族等に対する相談支援、がん
に関する各種情報の収集・提供等の事
業を実施することにより、東京都にお
けるがん医療水準の向上を図るととも
に、都民に安心かつ適切ながん医療が
提供される体制を確保する。

高齢者のがんに関して、病態解明等に
取り組み、研究成果を論文発表やプレ
ス発表した。
（プレス発表例）
・「前立腺がんを神経様の形態へと悪
性化させる因子の発見と診断・治療へ
の応用」（平成30年4月20日）
・「長鎖非コードＲＮＡのＨ19によ
る、膵がんの新たな転移促進メカニズ
ムを発見」（平成30年10月15日）

―

公益財団法人東京都医学
総合研究所への運営費補
助

公益財団法人東京都医学総合研究所に
対して助成その他援助を行うことによ
り、基礎医学及び臨床医学の振興を図
り、その研究成果の普及を通して、都
民の医療と福祉の向上に貢献する。

第３期プロジェクト研究（2015年-
2019年）において、３つのプロジェク
ト「がんなどの疾患に関連するゲノム
構造の多様性と継承・維持の分子機
構」、「がん・感染症の分子標的探索
による診断・治療法の開発」、「幹細
胞を利用した血液再生医療技術とがん
治療法の開発」において、がんに関す
る研究を行っている。

―
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国庫
負担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

取組課題 平成30年度実績

○

○

○

＜課題９＞
あらゆる世代へのがん教育

外部講師を対象とした研
修会

健康教育に関する講演会
がん教育の現状と指導の在り方につい
て理解を深め、その充実を図ることを
目的とした教員対象の講演会を実施

平成31年３月４日に講演会を実施（講
師：東京女子医科大学教授　林 和
彦、日本女子体育大学教授　助友 裕
子）し、120名の教員が参加

―

都立学校への外部講師派
遣事業

外部講師を希望する都立学校へ申請に
基づき派遣調整を行う

平成31年度事業開始に向け体制整備 ―

3,000千円
都内全公立学校にがん教育リーフレッ
ト及び活用の手引（教師用）を配布

○がん教育リーフレットの作成・配布
（小学生用・中学生用・高校生用）
○がん教育リーフレット活用の手引
（教師用）の作成・配布（小学生用・
中学生用・高校生用）

難病患者・がん患者が疾患があって
も、安心して職場で活躍できるよう、
新規雇入れ、雇入れからの職場定着、
発症時や再発時における休職からの職
場復帰、復職からの就業継続といった
各場面において、治療と仕事の両立に
向けて、積極的に取り組む事業主を支
援する。

支給決定件数23件 201,000千円

科学的根拠に基づくがん検診の受診率
向上から精密検査の受検勧奨、結果の
把握まで、一体的にがん検診事業の充
実に取り組む区市町村を支援する。

○区市町村（20自治体）が行うがん教
育の取組状況について、区市町村がん
検診事業担当者連絡会（4回）におい
て情報提供
○がん検診精度管理評価事業
○東京都生活習慣病管理指導協議会が
ん部会開催（2回）
○がん検診精密検査結果報告書都内統
一様式を作成

3,223千円

○外部講師派遣協力可能病院・団体数
及び外部講師数（平成31年2月20日時
点）
・がん診療連携拠点病院　36病院
376人
・がん患者・支援団体　9団体　80人

―

外部講師、講師候補者に対し、授業を
行う上での留意事項、モデル授業例、
教員との連携の工夫等について研修を
実施

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体等のがん教育外部講師対象の
研修を平成31年３月13日に実施

―

（取組９－２）
あらゆる世代に対するがんに関
する正しい理解の促進

がん予防・検診受診率向
上事業【再掲】

（取組９－１）学校におけるが
ん教育の推進

健康教育推進委員会

区市町村立学校における
外部講師活用の支援

難病・がん患者就業支援
奨励金

検診実施体制の整備
（地域の受診率・精度管
理向上事業）【再掲】

50,013千円
職域健康促進サポート事
業

東京商工会議所が養成している「健康
経営アドバイザー」が企業を訪問支援
する際に、都におけるこれまでの知見
を併せて付与することでアドバイザー
機能を強化し、効果的な普及啓発・支
援を行うことで、職域での取組促進を
加速化する。

職域健康促進サポート事業（普及啓発
社数：13,654社、個別支援社数：117
社）

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体等のがん教育外部講師派遣調
整窓口情報の区市町村教育委員会への
提供

38,935千円
広域的かつ効果的な普及啓発を推進す
ることでがん検診受診率の向上を図
り、がんによる死亡率減少を目指す。

○がん対策推進宣言（がん検診受診促
進に向けた機運の醸成）
○乳がん：ﾋﾟﾝｸﾘﾎﾞﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞin東京
○大腸がん：Tokyo健康ｳｵｰｸ
○子宮頸がん：成人式を活用したｷｬﾝ
ﾍﾟｰﾝ、ﾌﾘｰﾍﾟｰﾊﾟｰへの記事掲載

16



様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【脳卒中】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

関東信越厚生局「届出受
理医療機関名簿」

取組３
回復期リハビリテーション病棟
の病床数

7,057床
（10万人当たり51.4床）
（平成29年9月現在）

増やす
7,707床

（10万人当たり55.6床）
（平成30年12月現在）

関東信越厚生局「届出受
理医療機関名簿」

取組３
取組４

リハビリテーションが実施可能
な医療機関数

運動器　892施設
脳血管　537施設
呼吸器　319施設
が　ん　117施設

心大血管　86施設
（平成29年9月現在）

増やす

運動器　939施設
脳血管　561施設
呼吸器　324施設
が　ん　126施設

心大血管　95施設
（平成31年4月現在）

「医療計画作成支援デー
タブック（平成30年度版）」
厚生労働省

取組１
取組２

脳梗塞に対する血管内治療
（経皮的脳血栓回収術等）の
実施件数

828件
（平成27年度）

増やす

1,184件
（平成29年度）

※西多摩圏域の実績は
含まれていない（件数が
10件未満で公表されてい

ない）

【策定時】
東京都福祉保健局調べ
【1年目】
「医療計画作成支援デー
タブック（平成30年度版）」
厚生労働省

取組１
取組２

脳梗塞に対するｔ-ＰＡによる血
栓溶解療法の実施件数

1,175件
（平成27年度）

増やす
1,328件

（平成29年度）

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題４ 地域連携体制の構築 取組４ 地域連携体制の充実

課題２ 血管内治療を含めた救急搬送・受入体制の整備 取組２ 救急搬送・受入体制の充実を図る

課題３ 一貫したリハビリテーションの実施が必要 取組３ 一貫したリハビリテーションの推進（再掲）

総合評価

Ａ

課題 取組

課題１ 脳卒中に係る普及啓発の取組 取組1 都民に対する脳卒中医療に係る普及啓発の推進

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－２

○

○

-

-

-

○
＜課題４＞
地域連携体制の構築

（取組４）
地域連携体制の充実

○脳卒中医療連携推進事
業

○地域に根ざした医療連携を展開する
ために、二次保健医療圏を単位とした
脳卒中医療連携圏域別検討会を設置し
ている。

【脳卒中医療連携推進事業】
○圏域別検討会（１２医療圏）におい
て、地域の脳卒中に係る医療機能の把
握と情報共有、急性期から回復期、在
宅療養に至るまでの連携方法等につい
て検討を行い、地域の取組を推進

【脳卒中医療連携推進
事業】
○圏域別検討会
（１２医療圏）

【地域リハビリテー
ション支援事業】
○地域リハビリテー
ション支援センター
（１２医療圏）

○地域医療構想推進事業
（施設設備整備）

○地域医療構想に基づき、病床の整備
及び病床機能の転換を行う医療機関に
対し、改修・改築等の施設・設備整備
に要する経費の一部を補助することに
より、都における病床機能分化を促進
する。

【地域医療構想推進事業（施設設備整
備）】
○回復期機能の充実を図るため、回復
期リハビリテーション病棟及び地域包
括ケア病棟等の施設・設備整備に要す
る費用について補助
・施設（８施設）
・設備（１２施設）

【地域医療構想推進事
業（施設設備整備）】
・施設（１６施設）
・設備（１５施設）

○東京都地域医療連携
ICTシステム整備支援事
業

○東京都脳卒中急性期医療機関相互の
円滑な連携を推進するため、ICTを活
用した医療情報共有ツールを導入する
医療機関を支援する。

【東京都地域医療連携ICTシステム整
備支援事業】
（３施設）

【東京都地域医療連携
ICTシステム整備支援
事業】
（２４施設）

【脳卒中医療連携推進
事業】
○東京都脳卒中医療連
携協議会（２回）
○脳血管内治療検討
ワーキンググループ
（２回）

＜課題３＞
一貫したリハビリテーションの
実施が必要

（取組３）
一貫したリハビリテーションの
推進（再掲）

○地域リハビリテーショ
ン支援事業

○おおむね二次保健医療圏ごとに指定
している地域リハビリテーション支援
センターを拠点に、地域において様々
な形態で実施されているリハビリテー
ション事業を支援することによって、
保健・医療・福祉が連携した地域にお
けるリハビリテーションのシステム化
を図る。

【地域リハビリテーション支援事業】
○ 地域リハビリテーション支援セン
ター（１２医療圏）
 ・地域リハビリテーション提供体制
の強化
 ・訪問・通所リハビリテーションの
利用促進
 ・地域リハビリテーション関係者の
連携強化

○脳卒中地域連携パスの標準様式「東
京都脳卒中地域連携診療計画書」を
ホームページに掲載し、普及啓発を実
施

＜課題２＞
血管内治療を含めた救急搬送・
受入体制の整備

（取組２）
救急搬送・受入体制の充実を図
る

○脳卒中医療連携推進事
業

○東京都脳卒中医療連携推進協議会を
設置し、脳卒中を発症した患者を速や
かに適切な医療機関に救急搬送できる
体制を確保し、急性期から回復期、維
持期、在宅療養に至るまで切れ目のな
い医療・介護サービスを受けることが
できる仕組みを確保する。

【脳卒中医療連携推進事業】
○脳血管内治療検討ワーキンググルー
プ（１回）
　脳血管内治療の必要な患者に対し、
地域の医療機関が連携し、転院搬送を
円滑に行うことができるよう、搬送体
制の充実に向けワーキンググループに
て検討

○東京都脳卒中急性期医療機関を対象
に、脳血管内治療に関する実態調査を
実施し、現状の医療提供の状況を把握

○東京都脳卒中急性期医療機関数
　１６４施設
　※平成３１年４月１日時点

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１＞
脳卒中に係る普及啓発の取組

（取組１）
都民に対する脳卒中医療に係る
普及啓発の推進

○脳卒中医療連携推進事
業

○脳卒中を予防する生活習慣、脳卒中
の症状、発症時の適切な対応、再発予
防等についての都民、患者の理解を促
進するため、ポスターやリーフレット
の作成・周知、シンポジウムの開催等
の普及啓発を実施する。

【脳卒中医療連携推進事業】
○ 東京都の取組
　・「脳卒中の早期発見及び予防に関
するシンポジウム」開催（３月９日）
　・ 脳卒中週間（５月２５日から３
１日）での普及啓発（東京都広報誌、
ホームページ）
　・ インターネットへの普及啓発動
画等の掲載

○ 二次保健医療圏ごとの取組
　 脳卒中圏域別検討会（１２医療
圏）における普及啓発の実施（地域の
住民及び医療従事者に対する講演会や
公開講座等）

【脳卒中医療連携推進
事業】
○東京都の取組
　普及啓発
・脳卒中普及啓発講演
会（１回）
・その他の普及啓発

○二次保健医療圏ごと
の取組
・圏域別検討会
（１２医療圏）

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【  心血管疾患   】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

–

–

B

A

A

D

A
施設基準

届出受理医療機関名簿
取組４－１
取組４－２

心血管疾患リハビリ
テーションが実施可能
な医療機関数（心大血
管疾患リハビリテー
ション料Ⅰ・Ⅱの届出
施設数）

86施設
（平成29年9月1日時点）

増やす
95施設

（令和元年5月現
在）

東京都CCU連絡協議会
参加医療機関数

取組４－１ 退院患者平均在院日数
7.6日

（平成26年）
維持する

9.6日
（平成29年）

患者調査

取組３
東京都CCUネットワー
ク参画医療機関数

72施設
（平成29年10月1日現

在）
維持する

73施設
（平成31年3月31日

現在）

日本救急医療財団
全国AEDマップ

取組２
バイスタンダーによる
応急手当実施率

29.26％
（平成27年）

上げる
34.32％

（平成30年）
救急災害医療課集計

取組２ AEDマップ登録数
29,385件

（平成29年10月1日現
在）

増やす
30,060件

（令和元年7月3日現
在）

人口動態特殊報告

共通 “生活習慣の改善”の指標参照≪再掲≫ – –

出典
１年目 ２年目 ３年目

共通
虚血性心疾患患者の年
齢調整死亡率（人口10
万対）

男性　42.5
女性　16.0

（平成27年）
下げる –

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

課題４ 早期退院の促進から重症課予防・再発予防までの継続的な支援
取組４－１ 早期退院と社会復帰の促進

取組４－２ 重症化予防・再発予防のための継続的な支援

課題２ 都民や患者家族による応急手当の普及推進 取組２ 都民や患者家族による応急手当の普及推進

課題３ 速やかな初期治療の実施 取組３ 速やかな初期治療の実施

総合評価

B

課題 取組

課題１ 心血管疾患の発症予防 取組１ 発症予防のための普及啓発

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

49,204千円

＜課題４＞
早期退院の促進から重症化
予防・再発予防までの継続
的な支援

（取組４－１）
早期退院と社会復帰の促進

（取組４－２）
重症化予防・再発予防のた
めの継続的な支援

○多職種向け研修　2回開催

＜課題３＞
速やかな初期治療の実施

（取組３）
速やかな初期治療の実施

心臓循環器救急医療体
制
整備事業

救急告示医療機関の制度を補完す
る対策の一つとして、都内のCCU救
急医療施設のレベルアップと連携
体制を確立し、心臓循環器患者の
救命率の向上と生命の安全を図り
ます。

○東京都CCU連絡協議会　４回開催
○急性大動脈スーパーネットワー
ク全体会議　2回開催
○東京CCU研究会　１回開催

1,452千円

＜課題２＞
都民や患者家族による応急
手当の普及推進

（取組２）
都民や患者家族による応急
手当の普及推進

心臓循環器救急医療体
制
整備事業

救急告示医療機関の制度を補完す
る対策の一つとして、都内のCCU救
急医療施設のレベルアップと連携
体制を確立し、心臓循環器患者の
救命率の向上と生命の安全を図り
ます。

○ホームAEDファンドの実施
○AED講習会　14回実施

49,204千円

AEDマップ適正登録緊
急
対策事業

日本救急医療財団が運営する全国
AEDマップへの具体的な設置場所や
使用可能時間等の登録を推進する
ことでAEDマップの利便性を向上さ
せ、緊急時に速やかにAEDを利用で
きる環境づくりを進めます。

–（令和元年度新規事業） –（令和元年度新規事業）

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１＞
心血管疾患の発症予防

（取組１）
心血管疾患の発症予防

ウェルネス・チャレン
ジ

都民一人ひとりが望ましい生活習
慣を継続して実践し、生活習慣病
の発症・重症化予防を図るため、
区市町村や民間団体等と連携し、
都民自らが負担感のない生活習慣
の改善を実践できるよう、普及啓
発及び環境整備を行います。

○地域における食生活改善普及事
業
野菜メニュー店の増加と普及（平
成30年度末時点447店）。
○野菜を食べる！習慣づくり
調理師団体と連携し、「野菜たっ
ぷりかんたんレシピ」を作成、レ
シピ検索サイトへの記事掲載。
○あと10分歩こうキャンペーン
区市町村等が作成するウォーキン
グマップを特設サイトに追加・更
新（平成30年度末時点29区市町村
305コース掲載）。また、日常生活
における階段利用等を促進。

15,163千円

B
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【糖尿病】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

①Ｄ
②Ｂ

①Ｄ
②Ａ

Ａ

Ｄ

Ｄ

Ｂ
東京都「糖尿病地
域連携の登録医療
機関」

取組４
糖尿病地域連携の登録医療
機関の医療機関数

病　院　　　１６４施設
診療所　１，９６６施設

歯科診療所　１，４３７施設
（平成30年１月現在）

増やす

病　院　　１５６施設
診療所１，９７７施設

歯科診療所１，４９３施設
（平成31年４月現在）

一般社団法人 日本
透析医学会「わが
国の慢性透析療法
の現況」
東京都総務局「人
口推計」

取組１
取組２
取組３
取組４

糖尿病による新規人工透析
導入患者数

１，４４５人
（Ｈ２７年）

減らす
１,６６７人
（Ｈ２９年）

一般社団法人 日本
透析医学会「わが
国の慢性透析療法
の現況」

取組１
取組２
取組３
取組４

糖尿病による新規透析導入
率
（人口１０万対）

１０．７人
（Ｈ２７年）

減らす
１２．１

（Ｈ２９年）

①区市町村国保「特
定健診等データ管
理システム」

②厚生労働省「レセ
プト情報・特定健康
診査等情報データ」

取組１
取組２
取組３
取組４

糖尿病による失明発症率
（人口１０万対）

１．４０人
（Ｈ２７年度）

減らす
１．３０

（Ｈ２９年度）

厚生労働省「福祉
行政報告例（身体
障害者手帳交付台
帳登載数）」
東京都総務局「住
民基本台帳」

取組２

特定健康診査実施率
　①区市町村国民健康保険
実施分
　②東京都全体

特定保健指導実施率
　①区市町村国民健康保険
実施分
　②東京都全体

①４４．９％
②６３．４％

①１５．７％
②１４．８％

（Ｈ２７年度）

増やす
東京都全体

特定健康診査
実施率70％

特定保健指導
実施率45％

①４４．７％
②６４．８％

①１４．９％
②１５．６％
（Ｈ２８年度）

課題４ 地域連携に係る実効性のある取組 取組４ 糖尿病地域連携体制の強化

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題２ 糖尿病の発症・重症化予防 取組２ 糖尿病の発症・重症化予防に向けた取組の推進

課題３ 予防から治療までの医療連携 取組３ 予防から治療までの医療連携の強化

総合評価

B

課題 取組

課題１ 糖尿病・メタボリックシンドロームに関する普及啓発 取組1 糖尿病・メタボリックシンドロームに関するより効果的な普及啓発の実施

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

-

○

ー

○

○

○

＜課題３＞
予防から治療までの医療連携

（取組３）
予防から治療までの医療連携の
強化

○糖尿病医療連携推進事
業

○予防から初期・安定期治療、専門治
療、急性増悪時治療、慢性合併症治療
等の各医療機能を切れ目なく提供でき
る体制を確立するため、「かかりつけ
医」、「専門医」及び「かかりつけ眼
科医・歯科医等」の相互連携による
「糖尿病地域連携の登録医療機関」の
取組を推進する。

○東京都糖尿病医療連携協議会（１
回）

○糖尿病医療連携圏域別検討会（１２
医療圏）において、地域の実情に合っ
た糖尿病医療連携体制を推進するため
の取組について検討・実施した。

○「糖尿病地域連携の登録医療機関」
の登録・運用
・登録医療機関数３，６２６施設
（平成３１年４月１日現在）

○糖尿病医療連携推
進事業
３０,８７５千円

＜課題４＞
地域連携に係る実効性のある取
組

（取組４）
糖尿病地域連携体制の強化

○糖尿病医療連携推進事
業

○都が作成した医療連携ツールの積極
的な活用を促すなど、医療機関相互
で、診療情報や方針の共有化など実効
性のある地域連携を推進する。

○都における糖尿病医療連携体制や、
職種相互の役割への理解を促進するた
め、各圏域別検討会において、糖尿病
に関わる多様な職種を対象とした研修
会や連絡会を開催する。

○糖尿病医療連携に資する連携ツール
を都ホームページに掲載し、普及啓発
の実施
・医療機関リスト（「ひまわり」の活
用）
・（標準的な）診療ガイドライン
・医療連携の紹介・逆紹介のポイント
・診療情報提供書の標準様式

○診療情報提供書の標準様式につい
て、眼科医、腎臓専門医、歯科医との
連携にも活用できるよう改定を行っ
た。
（診療情報提供書改定ワーキンググ
ループ１回）

○糖尿病医療連携圏域別検討会（１２
医療圏）において、糖尿病に関わる多
様な職種を対象とした研修会等を実施
した。

○糖尿病医療連携推
進事業
３０,８７５千円

＜課題２＞
糖尿病の発症・重症化予防

（取組２）
糖尿病の発症・重症化予防に向
けた取組の推進

○健康づくり事業推進指
導者育成研修

○地域や職域において健康づくりの取
組を担う人材に対し、健康づくり施策
や健康づくり事業の実践に必要な知識
及び技術を付与することにより、指導
的役割を担う人材の育成を図る。

○年間２５講座を実施し、糖尿病に関
するテーマは１講座実施。１１６名の
参加が得られた。

○健康づくり事業推
進指導者育成研修
１２,７２２千円

○糖尿病性腎症重症化予
防事業

○糖尿病医療連携推進事
業

○都、東京都医師会及び東京都糖尿病
対策会議が策定した「糖尿病性腎症重
症化予防プログラム」に沿って、区市
町村国民健康保険と地区医師会・かか
りつけ医等との連携強化を図るととも
に、糖尿病対策に係る会議等において
情報提供や共有を行い、区市町村国民
健康保険による効果的な取組を推進す
る。

○糖尿病医療連携圏域別検討会におい
て、区市町村国民健康保険の取組の現
状や課題を共有し、区市町村国民健康
保険と地区医師会等との連携を推進し
た。

○糖尿病医療連携推
進事業
３０,８７５千円

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１＞
糖尿病・メタボリックシンド
ロームに関する普及啓発

（取組１）
糖尿病・メタボリックシンド
ロームに関するより効果的な普
及啓発の実施

○糖尿病予防対策事業

○糖尿病やメタボリックシンドローム
にならないための、負担感のない生活
習慣改善の工夫、定期的な健康受診や
必要に応じ早期に医療機関を受診し、
治療を継続することの重要性につい
て、都民の理解を一層深めていくた
め、普及啓発を実施する。

○企業や医療保険者等が糖尿病の重症
化予防に向けて抱えている課題や求め
ている支援策等について意見交換する
ため、「糖尿病重症化予防シンポジウ
ム」を11月に開催した。

○働き盛り世代の男性に、家庭内にお
いても糖尿病予防について考えるきっ
かけを提供できるよう、主婦層など女
性が多く閲覧する食材宅配事業のイン
ターネット上ウェブサイトに糖尿病予
防啓発動画や「野菜たっぷり！簡単レ
シピ」等の広告を掲出し、糖尿病予防
の意識向上を図った。

○世界糖尿病デー（１１月１４日）に
合わせ、都庁舎や東京ゲートブリッジ
等の都民の注目を集めやすい都立施設
（５か所）をブルーにライトアップ
し、糖尿病予防の機運醸成を図った。

○糖尿病予防対策事
業
３,０１２千円

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

○糖尿病医療連携推進事
業

○糖尿病医療連携圏域別検討会（１２
医療圏）において普及啓発を実施し
た。
（糖尿病に関する正しい知識、治療継
続の重要性等について、都民向け講演
会等を開催）

○糖尿病医療連携推
進事業
３０,８７５千円
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【 精神疾患 】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ａ

Ａ

―

―

―

―

新精神保健福祉資料

取組３－１
長期在院者数（入院期間
１年以上）
65歳以上、65歳未満

65歳以上7,930人
65歳未満4,958人

65歳以上7,214人
65歳未満4,158人
（平成32年度末）

― 患者調査

取組３－１ 入院後１年時点の退院率 88.5%
90％以上

（平成32年度末）
―

新精神保健福祉資料

取組３－１
入院後６か月時点の退院
率

80.7%
84％以上

（平成32年度末）
― 新精神保健福祉資料

取組３－１
入院後３か月時点の退院
率

60.7%
69％以上

（平成32年度末）
―

取組１－１
早期発見・早期対応推進
のための研修や症例検討
会の実施

― 全地区医師会
20地区医師会で

実施
障害者施策推進部

事業実績

取組２－３
精神身体合併症救急医療
体制の整備

３ブロック 充実・強化 ５ブロック
障害者施策推進部

事業実績

課題４－７ 多様な精神疾患ごとの地域の医療体制の構築 取組４－７ 多様な精神疾患ごとの地域の医療体制の構築

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題４－５ 高次脳機能障害に係る関係機関の連携強化等 取組４－５ 高次脳機能障害に係る関係機関の連携強化等の推進

課題４－６
災害時こころのケア体制（東京ＤＰＡＴ）の体制整備・中心的な
役割を担う医療機関の明確化等

取組４－６
災害時こころのケア体制（東京ＤＰＡＴ）・災害拠点精神科病院
の整備

課題４－３ 小児精神科医療の提供・地域における連携体制の整備等 取組４－３ 小児精神科医療の提供・地域における連携体制の整備等の推進

課題４－４ 発達障害児（者）に係る関係機関の更なる連携体制の充実等 取組４－４
発達障害児（者）に係る関係機関の更なる連携体制の充実等の推
進

課題４－１ うつ病の病状等に応じた支援 取組４－１ うつ病の病状等に応じた支援の強化

課題４－２ 依存症に関する適切な支援・適切な医療を提供できる体制整備等 取組４－２
依存症に関する適切な支援・適切な医療を提供できる体制整備等
の推進

課題３－２ 地域移行・地域定着の取組 取組３－２ 地域移行・地域定着の取組の推進

課題３－３ 未治療・医療中断者への支援 取組３－３ 未治療・医療中断者への支援の強化

課題２－３ 精神身体合併症救急患者の円滑な受入れに向けた検討 取組２－３ 精神身体合併症救急医療体制の整備

課題３－１ 病院における長期在院者への退院に向けた取組 取組３－１ 病院における長期在院者への退院に向けた取組の推進

課題２－１ 精神保健福祉法改正を踏まえた対応 取組２－１ 精神保健福祉法改正を踏まえた精神科救急医療体制等の再整備

課題２－２
精神科初期救急・二次救急医療が必要な患者をより確実に適切な
医療につなげる仕組みの検討

取組２－２ 精神科初期救急・二次救急医療体制の整備

課題１－２ 円滑な紹介体制の構築等に向けた検討 取組１－２ 円滑な紹介体制構築等の取組を強化

課題１－３ 都民への理解促進 取組１－３ 都民への普及啓発の充実

総合評価

Ａ

課題 取組

課題１－１ 一般診療科と精神科の相互の連携体制の充実に向けた対応 取組１－１ 一般診療科と精神科の連携体制の強化

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

地域精神科身体合併症救
急連携事業

精神障害者が身体疾患に罹患した際、
地域で迅速かつ適正な医療が受けられ
るよう、精神科医療機関による一般救
急医療機関からの相談・受入れ体制の
整備を図るとともに、一般救急医療機
関と精神科医療機関との地域連携体制
の強化を図ります。

○実施規模
　都内5ブロック（12圏域）
○事業内容
・地域精神科医療機関連携会議の開催
・身体治療後精神疾患の相談、受入
（一般救急と連携したケースの事例
  報告）
・一般救急医療機関等を対象とした精
  神疾患に関する研修の実施

○予算額：43,045千円
○都内5ブロック
　　　　（12圏域）

＜課題２－３＞
精神身体合併症救急患者の円滑
な受入れに向けた検討

＜取組２－３＞
精神身体合併症救急医療体制の
整備

精神科身体合併症診療委
託

身体合併症を併せ持つ精神科患者に対
する迅速かつ適正な身体医療を確保し
ます。

○Ⅰ型（夜間休日対応）：34件
○Ⅱ型（平日日中の緊急対応）
                      ：396件
○Ⅲ型（平日日中）：324件

○予算額：77,138千円
○Ⅰ型：都立等5病院
　　　　　　　(指定型)
○Ⅱ型：4病院(指定型)
○Ⅲ型：22病院(登録型)

＜課題２－１＞
精神保健福祉法改正を踏まえた
対応

＜取組２－１＞
精神保健福祉法改正を踏まえた
精神科救急医療体制等の再整備

精神科救急医療対策事業

夜間及び休日における精神科救急患者
（合併症を除く。）に対し、都内を４
ブロックに分け、各ブロックごとに都
立病院（墨東・松沢・多摩総合医療セ
ンター）・公社病院（豊島病院）を指
定し、疾病の急発及び急変のための医
療体制を整備します。

○精神科救急医療情報センター
　受診相談件数：12,083件
○精神科初期救急
　51件
○精神科二次救急
　560件
○緊急措置入院
　1,132件
○精神科救急医療体制整備検討委員会
　開催1回

○予算額：820,592千円
○精神科初期救急
1日あたり1診療所、2病
院（合計3所：輪番制）
○精神科二次救急
1日あたり区部2床、多摩
1床（合計3床）
○緊急措置診察・緊急措
  置入院
都立等4病院
（毎晩各4床）

＜課題１－３＞
都民への理解促進

＜取組１－３＞
都民への普及啓発の充実

①精神保健福祉普及啓発
  事業
②精神保健福祉相談事業

東京都精神保健福祉民間団体協議会及
び東京都精神保健福祉協議会への委託
により、刊行物の発行、講演会等を実
施しています。

精神保健に関する都民等の理解を深め
るため、精神保健福祉に関する専門知識
を有する団体や家族会、当事者、支援者
等で構成される民間団体に委託して精神
保健に関する知識の普及・啓発を図る。

①刊行物　年２回、講演会  年１回
②刊行物　年１回、講演会　年２回、
   個別相談・地域巡回相談等

○予算額：5,082千円
○規模
　①刊行物　年２回、
      講演会  年１回
　②刊行物　年１回、
      講演会　年２回、
      個別相談・地域巡回
      相談等

○

＜課題２－２＞
精神科初期救急・二次救急医療
が必要な患者をより確実に適切
な医療につなげる仕組みの検討

＜取組２－２＞
精神科初期救急・二次救急医療
体制の整備

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１－１＞
一般診療科と精神科の相互の連
携体制の充実に向けた対応

＜取組１－１＞
一般診療科と精神科の連携体制
の強化

精神科医療地域連携事業

○精神疾患地域医療連携協議会の設置
　(1)　新規に医療連携の構築が必要
　　 な地域における医療連携の取組
     への支援
　(2)　精神疾患地域連携における拠
     点機関の検討
　(3)　精神科医療地域連携事業の評
     価・検証
○精神疾患地域医療連携協議会作業部
  会の設置
　(1)　各地域の医療連携体制状況の
     把握、情報（事業成果等）の共
     有化
　(2)　各圏域の調査結果の分析を踏
     まえた具体的な連携体制の検討
○地域における連携事業
　(1)　地域連携会議の開催
　(2)　研修会・症例検討会の開催
　(3)　地域の実状に応じた連携ツー
     ルの検討・活用
　(4)　住民向け普及啓発（住民を対
     象とした講演会等）
○一般診療科向け研修
　地区医師ごとに研修会等を実施
○事例集の作成
　地域連携の推進を目的とした連携事
  例集を作成

○精神疾患地域医療連携協議会の設置
　1回実施

○精神疾患地域医療連携協議会作業部
  会の設置
　3回実施

○地域における連携事業
　11圏域で実施
　区中央、区南部、区西南部、
  区西部、区西北部、区東北部、
  西多摩、南多摩、北多摩西部、
  北多摩南部、北多摩北部

○一般診療科向け研修
　20地区医師会で実施

○事例集の作成
　具体的な連携事例及び連携チェック
シート等をまとめた連携ガイドの作
成、関係機関への配布

○予算額：53,114千円
○精神疾患地域医療連携
  協議会の設置：2回

○精神疾患地域医療連携
  協議会作業部会の設置
  ：2回

○地域における連携
  事業：12圏域

○一般診療科向け研修
  ：16地区医師会

○事例集の作成

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

＜課題１－２＞
円滑な紹介体制の構築等に向け
た検討

＜取組１－２＞
円滑な紹介体制構築等の取組を
強化
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

○

○

○

精神障害者早期退院支援
事業

○医療保護入院者へ地域援助事業者等
を紹介し、本人や家族の相談支援を行
うほか、退院支援委員会等への地域援
助事業者等の出席依頼など、地域援助
事業者等との連携を図り、地域におけ
る医療と福祉の連携体制を整備する精
神科医療機関に対して支援を行いま
す。
○地域援助事業者等が、医療機関にお
ける医療保護入院者の退院支援のため
の会議等へ出席した際の事前調整経費
等を補助します。
○退院支援のための会議等に地域援助
事業者等を出席させた医療機関への事
務費を補助します。

○実施規模
　・会議開催回数：418回

○予算額：9,971千円
○会議開催回数：71回

＜課題３－２＞
地域移行・地域定着の取組

＜取組３－２＞
地域移行・地域定着の取組の推
進

精神障害者地域移行体制
整備支援事業

精神科病院に入院している精神障害者
が、円滑に地域移行を図るための体制
及び安定した地域生活を送るための体
制を整備するとともに、精神科医療機
関と地域との相互理解及び連携強化の
推進を図ります。

○　精神障害者地域移行促進事業
○　ピアサポーター活動
　ピアサポーターと共に、長期入院者
等に対する地域移行への動機付け支援
や、病院と地域をつなぐ橋渡しを行
い、広域に渡るネットワークを構築・
強化し、円滑な地域移行・地域定着を
推進します。
○　グループホーム活用型ショート
    ステイ事業
　精神障害者グループホームに併設し
た専用居室等を使用して、地域生活の
イメージ作りや退院後の病状悪化防止
のためのショートステイを実施しま
す。
○　地域生活移行支援会議
　精神障害者の地域移行に関する目標
達成に向けて、関係機関との連携を深
め、効果的な支援体制構築に向けた協
議を行うため、情報交換、課題の調整
および検討等を行います。
○　人材育成事業
　精神障害者の地域移行・地域定着を
担う人材の資質向上のための研修等を
実施します。

○精神障害者地域移行促進事業
　・６事業所に委託
　・指定一般相談支援事業所等への
    指導・助言：1,062件
　・関係機関への連絡調整：6,573件
　・会議等への参加1,152件
　・ピアサポーターの活動
　　活動数：187回
　　延べピアサポーター数：758人
○グループホーム活用型ショートステ
  イ事業
　・５事業所に委託
　　利用者数125人
　　利用日数1,153日
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議２回
　・圏域別会議７回
○人材育成事業
　・地域移行促進事業委託事業者に
    委託
　・地域移行関係職員に対する研修
    12回（381人）

○予算額：59,500千円
○精神障害者地域移行促
  進事業
　・委託：６事業所
　・指定一般相談支援
    事業所等への指導・
    助言
　・関係機関への連絡
    調整
　・会議等への参加
　・ピアサポーターの
    活動
○グループホーム活用型
  ショートステイ事業
　・委託：５事業所
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議：2回
　・圏域別会議：12回
○人材育成事業
　・地域移行関係職員に
    対する研修：12回

＜課題３－１＞
病院における長期在院者への退
院に向けた取組

＜取組３－１＞
病院における長期在院者への退
院に向けた取組の推進

○

精神保健福祉士配置促進
事業

医療保護入院者の早期退院に向けた、
病院内外における調整や、退院支援計
画の作成、退院支援委員会の開催な
ど、医療と福祉の連携体制を整備する
精神科医療機関における精神保健福祉
士の確保のための人件費の補助を行い
ます。

○交付数
　・32病院

○予算額：118,838千円
○病院数：33

精神障害者地域移行体制
整備支援事業

精神科病院に入院している精神障害者
が、円滑に地域移行を図るための体制
及び安定した地域生活を送るための体
制を整備するとともに、精神科医療機
関と地域との相互理解及び連携強化の
推進を図ります。

○　精神障害者地域移行促進事業
○　ピアサポーター活動
　ピアサポーターと共に、長期入院者
等に対する地域移行への動機付け支援
や、病院と地域をつなぐ橋渡しを行
い、広域に渡るネットワークを構築・
強化し、円滑な地域移行・地域定着を
推進します。
○　グループホーム活用型ショート
    ステイ事業
　精神障害者グループホームに併設し
た専用居室等を使用して、地域生活の
イメージ作りや退院後の病状悪化防止
のためのショートステイを実施しま
す。
○　地域生活移行支援会議
　精神障害者の地域移行に関する目標
達成に向けて、関係機関との連携を深
め、効果的な支援体制構築に向けた協
議を行うため、情報交換、課題の調整
および検討等を行います。
○　人材育成事業
　精神障害者の地域移行・地域定着を
担う人材の資質向上のための研修等を
実施します。

○精神障害者地域移行促進事業
　・６事業所に委託
　・指定一般相談支援事業所等への
    指導・助言：1,062件
　・関係機関への連絡調整：6,573件
　・会議等への参加1,152件
　・ピアサポーターの活動
　　活動数：187回
　　延べピアサポーター数：758人
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議２回
　・圏域別会議７回
○人材育成事業
　・地域移行促進事業委託事業者に
    委託
　・地域移行関係職員に対する研修
    12回（381人）

○予算額：59,500千円
○精神障害者地域移行促
  進事業
　・委託：６事業所
　・指定一般相談支援事
    業所等への指導・
    助言
　・関係機関への連絡
    調整
　・会議等への参加
　・ピアサポーターの
    活動
○地域生活移行支援会議
　・本庁会議：2回
　・圏域別会議：12回
○人材育成事業
　・地域移行関係職員に
    対する研修：12回
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

○

○

＜課題４－１＞
うつ病の病状等に応じた支援

＜取組４－１＞
うつ病の病状等に応じた支援の
強化

総合精神保健福祉セン
ターの運営

「精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律」に基づき、精神保健福祉活動
の技術的中核機関として、都民の精神
的健康の保持増進及び精神障害者の予
防、適切な精神医療の推進並びに社会
復帰及び自立と社会参加の促進のため
の援助を総合的に推進することを目的
に設置しています。

１　精神保健福祉センター機能
　　地域精神保健福祉活動の中核的施
設として、精神保健及び精神障害者の
福祉に関し、知識の普及を図り、　調
査研究を行い、並びに相談及び指導の
うち複雑困難なものを行います。
２　リハビリテーション機能
　　精神障害者の社会復帰と自立と社
会参加を図るため、デイケア（デイケ
ア・作業訓練）、アウトリーチ、短期
宿泊を行っています。
※一部事業については、多摩総合精神
保健福祉センター、精神保健福祉セン
ター（下谷）を除く

○認知行動療法に関する研修　3回
○復職支援・就労支援
　・リターンワークコース　77人
  （うつ病以外も含む）
　・復職支援フォーラム　1回
○自殺関連講演会　7回
　研修会　1回
○リーフレットの配布
（３センターのデイケア新規利用者
（うつ病以外も含む）139人）

○認知行動療法に関する
  研修
○復職支援・就労支援
○自殺関連講演会
　研修会
○リーフレットの配布

＜課題４－２＞
依存症に関する適切な支援・適
切な医療を提供できる体制整備
等

＜取組４－２＞
依存症に関する適切な支援・適
切な医療を提供できる体制整備
等の推進

保健所精神保健福祉事業

地域における精神障害者保健福祉対策
の充実と地域住民の「心の健康」の保
持・増進及び地域の精神障害者の自立
と社会復帰の促進を図ります。

○相談
　・アルコール 935件（延2,626人）
　・薬物依存 108件（519人）
○講演会等（教室、教育プログラム
  含）
　・アルコール 14回 124人
　・薬物依存 3回 68人
○関連会議（ケースカンファレンス等
  含）
　・アルコール 104回 750人
　・薬物依存 75回 791人

○予算額：30,998千円
○社会復帰促進事業
○相談・指導事業
○組織育成事業
○普及・啓発事業
○市町村支援・協力事業

総合精神保健福祉セン
ターの運営

「精神保健及び精神障害者福祉に関す
る法律」に基づき、精神保健福祉活動
の技術的中核機関として、都民の精神
的健康の保持増進及び精神障害者の予
防、適切な精神医療の推進並びに社会
復帰及び自立と社会参加の促進のため
の援助を総合的に推進することを目的
に設置しています。

１　精神保健福祉センター機能
　　地域精神保健福祉活動の中核的施
設として、精神保健及び精神障害者の
福祉に関し、知識の普及を図り、　調
査研究を行い、並びに相談及び指導の
うち複雑困難なものを行います。
２　リハビリテーション機能
　　精神障害者の社会復帰と自立と社
会参加を図るため、デイケア（デイケ
ア・作業訓練）、アウトリーチ、短期
宿泊を行っています。
※一部事業については、多摩総合精神
保健福祉センター、精神保健福祉セン
ター（下谷）を除く

○専門相談
　・アルコール　3,012人
　・薬物　1,756人
○グループワーク
　・本人向け　146回／1,156人
　・家族向け　166回／1,597人
○講習会、講演会　15回
○研修　7回
○リーフレットの配布

○専門相談
○グループワーク
○講習会、講演会
○研修
○リーフレットの配布

＜課題３－３＞
未治療・医療中断者への支援

＜取組３－３＞
未治療・医療中断者への支援の
強化

アウトリーチ支援事業

精神保健福祉センターの専門職チーム
が、区市町村・保健所等と連携して訪
問型の支援を行い、精神障害者の地域
生活の安定化を目指すとともに、区市
町村、保健所、医療機関等の関係機関
の職員に支援技法の普及を図り、地域
における人材育成を推進します。

30年度：114人（３所合計）
※都立（総合）精神保健福祉センター
  で実施

○予算額：4,141千円
○医師、保健師等で構成
する専任の専門職チーム
を３か所の（総合）精神
保健福祉センターに設置
・同行支援
・事例検討会
・講義・出張講座　等

短期宿泊事業

アウトリーチ支援事業の対象者で、地
域で生活する上で困難な問題が生じた
場合に、当該対象者を短期的に施設に
宿泊させ、支援計画等により速やかに
地域で安定した生活ができるように支
援を行います。

30年度：34人
※都立中部総合精神保健福祉センター
  で実施

○定員20名
○利用期間６週間以内
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保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

○

○

○

○

○

○

○

高次脳機能障害支援普及
事業

高次脳機能障害者に対する専門的な相
談支援、区市町村や関係機関等との
ネットワークの構築及び広報・啓発に
より、高次脳機能障害者に対する適切
な支援が提供される体制を整備しま
す。
　また、区市町村や関係機関等との地
域支援ネットワークの充実を図るた
め、高次脳機能障害者相談支援体制連
携調整委員会を設置します。

○新規相談件数　427件
○相談支援体制連絡調整委員会
                         　2回開催
○連絡会　2回、研修　3回
○普及啓発・広報
○就労準備支援プログラムの実施
○社会生活評価プログラムの実施　等

○予算額：1,823千円
○専門的相談の実施
○相談支援体制連絡調整
  委員会の開催
○連絡会2回、研修3回
○普及啓発・広報
○就労準備支援プログラ
  ムの実施
○社会生活評価プログラ
  ムの実施　等

高次脳機能障害支援普及
事業

高次脳機能障害の特性に対応した専門
的リハビリテーションを提供できる体
制の充実を図るため、高次脳機能障害
のリハビリの中核を担う病院にアドバ
イザーを設置し、地域内の各施設に対
しリハビリ技術や個別支援の相談に応
じるとともに、医療従事者を対象とし
た人材研修等を行います。

○専門的リハビリテーションの充実
  事業
　12圏域

○予算額：33,498千円
○12圏域において実施

＜課題４－５＞
高次脳機能障害に係る切れ目の
ない支援を提供するための関係
機関の連携強化等

＜取組４－５＞
高次脳機能障害に係る切れ目の
ない支援を提供するための関係
機関の連携強化等の推進

区市町村高次脳機能障害
者支援促進事業

地域ネットワークの充実及び支援体制
の整備のため、高次脳機能障害者支援
員を各区市町村に配置し、高次脳機能
障害に関する相談、関係機関との連
携、社会資源の把握・開拓及び広報普
及啓発を実施

○41区市町
○予算額：86,813千円
○43区市町村

高次脳機能障害者緊急相
談支援事業

高次脳機能障害の特性に応じた相談支
援を充実させるため、障害者週間等の
中で、当事者及び家族による高次脳機
能障害者を対象とする地域での特別相
談の体制整備を図ります。

○4区市

○障害者施策推進区市町
  村包括補助事業の中で
  実施

発達障害者支援体制整備
推進事業

発達障害児（者）のライフステージを
通じた支援手法の開発に向けた区市町
村モデル事業の成果の普及を図るとと
もに、区市町村の相談支援員や医療機
関従事者など専門的人材の育成を行う
ことで、発達障害者支援体制の充実を
図ります。

○発達障害者支援体制整備推進員会の
  設置
　・委員会　2回開催
　・シンポジウム　1回開催
○専門的人材の育成
　・相談支援研修　14回開催
　・医療従事者向け講習会　6回開催

○予算額：7,945千円
○発達障害者支援体制整
  備推進委員会の設置
　・委員会３回
　・シンポジウム１回
○専門的人材の育成
　・相談支援研修14回
　・医療事業者向け講習
    会6回

発達障害者生活支援モデ
ル事業

医療的な支援を必要とする青年期・成
人期の発達障害者（主にＡＳＤ）を対
象とした、専門的プログラム（デイケ
ア）による支援手法の導入・活用方法
を検討し、普及促進することで、発達
障害者の自立生活に向けた支援体制を
構築します。

　１　東京都における専門プログラ
　　ム導入・活用マニュアルの作成
　２　都内の医療機関への普及啓発

○院内でのプログラム試行　115回
○医療機関でのプログラム試行等
                          　6件
○関係機関とのプログラム試行等
                         　58件
○普及啓発マニュアルの作成

○予算額：4,428千円
○院内でのプログラム
  試行
○医療機関でのプログラ
  ム試行等
○関係機関とのプログラ
  ム試行等
○普及啓発マニュアルの
  作成

＜課題４－４＞
発達障害児（者）に係る関係機
関の更なる連携体制の充実等

＜取組４－４＞
発達障害児（者）に係る関係機
関の更なる連携体制の充実等の
推進

東京都発達障害者支援セ
ンターの運営

自閉症等の発達障害を有する人や家
族、関係施設・機関等を対象に、医
療、保育、教育、就労、福祉等の相談
支援を行うとともに、発達支援、研修
等を実施し、地域における支援体制の
整備の推進、発達障害児（者）及びそ
の家族の福祉の向上を図ります。

○相談支援・発達支援件数
　3,187件
○就労支援件数
　353件
○講演会等2回開催

○予算額：46,968千円
○相談支援・発達支援
○相談支援・就労支援
○関係施設及び関係機関
  等に対する普及啓発・
  研修

区市町村発達障害者支援
体制整備推進事業

発達障害に対する拠点の整備や関係機
関連携など、区市町村が行う発達障害
児の早期発見や支援体制の構築を支援
するとともに、成人期発達障害者支援
についての取組を支援することによ
り、発達障害者のライフステージに応
じた支援体制の整備を推進します。

○早期発見・早期支援のための支援
  システムの構築
　38区市町で実施
○成人期発達障害者支援に係る取組
  への支援
　12区市で実施

○障害者施策推進区市町
  村包括補助事業の中で
  実施
○早期発見・早期支援の
  ための支援システムの
  構築
　４９区市
○成人期発達障害者支援
  に係る取組への支援
　４９区市

＜課題４－３＞
小児精神科医療の提供・地域に
おける連携体制の整備等

＜取組４－３＞
小児精神科医療の提供・地域に
おける連携体制の整備等の推進

子供の心診療支援拠点病
院事業

子供の心をとりまくさまざまな問題に
ついて、専門的なケアにつなげる体制
を整備するため、拠点病院を設置し、
各医療機関や保健福祉関係機関等と連
携した支援体制の構築を図ります。

○地域との連携強化
・子どもの心診療機関マップ作成
・ASD勉強会、ASD支援会議、TTAP講習
　会開催　延480名参加
○医師・医療関係者との連携強化
・講演開催　延248名参加
○関係機関向けセミナー開催
                  　延329名参加
○研修講座の開催　延2,316名参加
○都民向けシンポジウム開催
                  　延278名参加

○予算額：11,348千円
○地域との連携強化
○医師・医療関係者との
  連携強化
○関係機関向けセミナー
  開催
○研修講座の開催
○都民向けシンポジウ
  ム開催
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保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

○

＜課題４－７＞
多様な精神疾患ごとの地域の医
療体制の構築

＜取組４－７＞
多様な精神疾患ごとの地域の医
療体制の構築に向けた検討

発達障害者支援ハンド
ブック

発達障害者支援の理解促進と充実を図
るため、発達障害者への支援手法を記
したハンドブックを改訂し、区市町村
等支援機関を対象に配布するととも
に、発達障害の診断を行っている医療
機関等の一覧については、平成30年度
に更新し、ホームページに掲載してい
ます。

○平成26年度改訂実施（区市町村発達
障害者支援体制整備推進事業の一項
目）
○令和元年度次期改訂予定
　・発達障害の診断を行っている
　　医療機関等の一覧についても、
　　最新のものに更新を予定。

-

＜課題４－６＞
災害時における災害時こころの
ケア体制（東京ＤＰＡＴ）の体
制整備・中心的な役割を担う医
療機関の明確化等

＜取組４－６＞
災害時における災害時こころの
ケア体制（東京ＤＰＡＴ）の体
制整備・災害拠点精神科病院の
整備に向けた検討の推進

災害時こころのケア体制
整備事業

大規模災害時の被災地において、ここ
ろのケアに関する対応が円滑かつ迅速
に行われるよう、精神科医療及び精神
保健活動への支援体制を整備し、災害
支援体制の強化を図ります。

　(1)　災害時こころのケア体制連絡
       調整会議
　(2)　こころのケア体制登録機関の
       体制確保
　(3)　災害時こころのケア体制研修

（１）災害時こころのケア体制連絡調
      整会議　２回
      作業部会２回実施
（２）登録医療機関は新たに３医療機
      関と協定締結し、28となった。
（３）研修
　・養成研修：２回
    参加人数　222人
　・普及啓発研修　１回
    参加人数　95人

○予算額：8,169千円
○災害時こころのケア体
  制連絡調整会議２回
○作業部会３回
○登録医療機関30
○養成研修１回
○普及啓発研修1回

28



様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【 　認知症    】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

高齢社会対策部
事業実績

取組２－１
認知症カフェの設置区市
町村数

４８か所 全区市町村 ５３か所
認知症総合支援事業等

実施状況調べ

取組１－１
看護師認知症対応力向上
研修受講者数

４，０７３人 増やす ６，８３１人

取組１－１
認知症疾患医療センター
の指定数

５２か所 ５３か所 ５２か所
高齢社会対策部

事業実績

取組１－１
かかりつけ医認知症研修
受講者数

３，８１６人 増やす ５，０５５人
高齢社会対策部

事業実績

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

取組２－２ 若年性認知症対策の推進

課題２ 認知症の人と家族が安心して暮らせる地域づくり

取組１－２ 適時・適切な支援の推進

取組２－１ 認知症の人と家族を支える地域づくりの推進

課題１ 認知症の人に対する適時・適切な支援体制の確保

総合評価

Ａ

課題 取組

取組１－１ 専門医療の提供体制の確保と地域連携の推進

＜評価基準＞

Ａ：達成している Ｂ：概ね達成している

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている

－：その他
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

○

○

＜課題１＞
認知症の人に対する適時・適切
な支援体制の確保

（取組１－２）
適時・適切な支援の推進

（取組１－１）
専門医療の提供体制の確保と地
域連携の推進

認知症疾患医療センター
運営事業（再掲）

地域拠点型認知症疾患医療センターに、
医師、看護師、精神保健福祉士等で構成
される認知症アウトリーチチームを配置
し、医療機関の受診が困難である認知症
が疑われる人又は認知症の人で、認知症
支援コーディネーター等が初期集中支援
チームでの対応が難しいと判断した者等
に対し、訪問支援を行います。

認知症支援コーディネー
ター事業

地域の認知症対応力向上を図るため、認
知症の医療・介護・生活支援等の情報に
精通した看護師や保健師等を地域包括支
援センター等に配置する区市町村を支援
します。

認知症初期集中支援チー
ム等研修事業

歯科医師・薬剤師・看護
職員認知症対応力向上研
修事業

医療における認知症への対応力を高める
ため、歯科医師、薬剤師、看護職員を対
象に研修を実施します。

認知症疾患医療センター
運営事業

認知症支援推進センター
運営事業

認知症対策推進事業

「認知症対策推進会議」において、認知
症の人とその家族に対する支援体制の在
り方について、中長期的な検討を進める
とともに、認知症に対する正しい理解と
地域で支える気運づくりを推進するた
め、都民向けシンポジウムの開催やパン
フレット「知って安心　認知症」の活用
を通じ、都民への普及啓発を行います。

○認知症シンポジウムの開催
　１回　（平成30年度）
○パンフレット「知って安心認知症」を活用した普
及啓発
　37区市町村（平成30年度末までの実績）

○認知症シンポジウム
　年１回
○パンフレット「知って安心認知症」を
活用した認知症に関する正しい知識の普
及啓発

○認知症アウトリーチチームを地域拠点型認知症疾
患医療センター（12医療機関）に配置
　平成30年度訪問支援延件数　56件

○認知症初期集中支援チームへの活動支援
　12か所の地域拠点型認知症疾患疾患医療センター
において、認知症初期集中支援チームの活動に関す
る情報交換や事例検討等を行う協議会もしくは初期
集中支援チーム員を対象とした研修を実施

○認知症アウトリーチチームを地域拠点
型認知症疾患医療センターに配置
○認知症初期集中支援チームへの活動支
援

○島しょ地域の認知症対応力向上研修
　3島

○島しょ地域認知症医療サポート事業
　9島（各年6回）

23区市町に配置した認知症支援コーディネーター等
と地域拠点型認知症疾患医療センターに配置した認
知症アウトリーチチームが協働して、訪問支援等を
実施

認知症支援コーディネーターを40区市町
村に配置

○地域拠点型認知症疾患医療センター
12か所
○地域連携型認知症疾患医療センター
41か所

国
庫
負
担

区市町村の認知症初期集中支援チーム員
及び認知症地域支援推進員が、その役割
を担うための知識・技能を習得するため
の研修の受講促進を図ります。

平成30年4月までに全区市町村に配置された認知症初
期集中支援チームのチーム員及びチーム員予定者に
対する認知症初期集中支援チーム員研修の受講を支
援
平成30年度　311人受講

初期集中支援チーム員研修
　360人

認知症疾患医療センター（「地域拠点
型」又は「地域連携型」）を区市町村に
１か所ずつ（島しょ地域を除く。）指定
し、認知症に関する鑑別診断、身体合併
症と行動・心理症状への対応、専門医療
相談等を実施するとともに、地域の保健
医療・介護従事者等との連携の推進、人
材の育成等を行うことにより、地域にお
ける認知症の進行予防から地域生活の維
持までに必要な医療を提供できる体制の
構築を図ります。

＜平成30年度末指定数＞
・地域拠点型認知症疾患医療センター
　12か所
・地域連携型認知症疾患医療センター
　40か所

＜地域拠点型認知症疾患医療センターが実施する研
修＞
・東京都かかりつけ医認知症研修
　579人（25回）平成30年度修了者数（実施回数）
・東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅰ
　1,382人（29回）平成30年度修了者数（実施回数）

都内の医療専門職等の認知症対応力向上
の支援拠点として設置した「認知症支援
推進センター」において、認知症医療従
事者等に対する研修や区市町村における
指導的役割を担う人材の育成を行うとと
もに、島しょ地域への訪問研修や認知症
医療従事者に対する相談支援等、島しょ
地域の認知症支援体制の構築を支援しま
す。

○島しょ地域の認知症対応力向上研修
　大島町、新島村、三宅村で実施

○島しょ地域認知症医療サポート事業
　島しょ地域の医療従事者等に対する認知症の診断
及び治療等に係る相談支援や初期集中支援チームの
活動支援を実施

○東京都歯科医師認知症対応力向上研修
　211人(3回） 平成30年度修了者数（実施回数）
○東京都薬剤師認知症対応力向上研修
  598人(2回） 平成30年度修了者数（実施回数）
○東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅱ
  689人(4回） 平成30年度修了者数（実施回数）
○東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅲ
  115人（1回） 平成30年度修了者数（実施回数）

○東京都歯科医師認知症対応力向上研修
　600人（3回）
　
○東京都薬剤師認知症対応力向上研修
　1,000人（2回）
 
○東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅱ
　　700人（4回）
 
○東京都看護師認知症対応力向上研修Ⅲ
　　150人（1回）

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

課題 取組 平成30年度実績
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

国
庫
負
担

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

課題 取組 平成30年度実績

○

○
（取組２－２）
若年性認知症対策の推進

若年性認知症総合支援セ
ンター運営事業

若年性認知症特有の多岐にわたる相談に
対応するワンストップ窓口を区部と多摩
の２か所に設置し、若年性認知症の人を
早期に適切な支援に結びつけるととも
に、地域包括支援センターや医療機関等
の専門機関に対する支援を実施します。

○相談
・東京都若年性認知症総合支援センター
　　延相談件数3,408件、相談人数285人
・東京都多摩若年性認知症総合支援センター
　　延相談件数3,646件、相談人数129人
○研修
・区市町村職員、地域包括支援センター職員等対象
　　年3回実施、188人参加

○相談支援
○相談支援研修

＜課題２＞
認知症の人と家族が安心して暮
らせる地域づくり

小規模多機能型居宅介護
及び看護小規模多機能型
居宅介護等推進事業［高
齢社会対策区市町村包括
補助事業］

小規模多機能型居宅介護等の開設前後の
支援や多様なサービスに対応できる人材
の養成など、運営の安定化や質の向上を
図ることにより、整備促進を図る区市町
村を支援します。

地域密着型サービスの整備
・小規模多機能型居宅介護事業所
　221か所（平成30年度末開設数）
・看護小規模多機能型居宅介護事業所
　38か所（平成30年度末開設数）

※小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型
居宅介護等推進事業
　平成30年度採択0件

―

（取組２－１）
認知症の人と家族を支える地域
づくりの推進

認知症高齢者グループ
ホーム緊急整備支援事業

区市町村、社会福祉法人、民間企業等が
認知症高齢者グループホームを設置する
場合に、その整備に要する経費の一部を
補助し、整備促進を図ります。

認知症高齢者グループホームの整備
　11,093人（平成30年度末開設数）

30年度目標
11,040人

認知症の人と家族を支え
る医療機関連携型介護者
支援事業(高齢社会対策区
市町村包括補助事業)

医療機関周辺に認知症介護者支援の拠点
を設け、医療機関の専門職と連携した介
護者支援のための講座や交流会を開催
し、介護者の孤立化防止等を図る区市町
村の取組を支援します。

10区市で実施 ―

認知症初期集中支援チー
ム等研修事業（再掲）
※認知症地域支援推進員

区市町村の認知症初期集中支援チーム員
及び認知症地域支援推進員が、その役割
を担うための知識・技能を習得するため
の研修の受講促進を図ります。

平成30年4月までに全区市町村に配置された認知症地
域支援推進員及び予定者に対する認知症地域支援推
進員研修の受講を支援
平成30年度　151人受講

認知症地域支援推進員研修
　200人

認知症介護研修事業

認知症の人の介護サービスの充実を目的
として、高齢者介護実務者及びその指導
的立場にある者に対し、認知症介護に関
する実践的研修を実施します。

○認知症介護基礎研修
　  受講数1,268人
○認知症介護実践研修
　①認知症介護実践者研修
　　受講数1,270人
　②認知症介護実践リーダー研修
　　受講数　167人
○認知症対応型サービス事業開設者研修
　　受講数   33人
○認知症対応型サービス事業管理者研修
　　受講数  324人
○小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
　　受講数  113人
○認知症介護指導者養成研修
　　年間      7人受講
○フォローアップ研修　年間1人受講

○認知症介護基礎研修
　  1,600人
○認知症介護実践研修
　①認知症介護実践者研修
　　1,600人
　②認知症介護実践リーダー研修
　　300人
○認知症対応型サービス事業開設者研修
　　70人
○認知症対応型サービス事業管理者研修
　　420人
○小規模多機能型サービス等計画作成担
当者研修
　　80人
○認知症介護指導者養成研修
　　年間30人受講
○フォローアップ研修　年間3人受講

認知症支援推進センター
運営事業（再掲）

都内の医療専門職等の認知症対応力向上
の支援拠点として設置した「認知症支援
推進センター」において、認知症医療従
事者等に対する研修や区市町村における
指導的役割を担う人材の育成を行うとと
もに、島しょ地域への訪問研修や認知症
医療従事者に対する相談支援等、島しょ
地域の認知症支援体制の構築を支援しま
す。

〇認知症サポート医フォローアップ研修
　4回（受講者717人）
〇認知症疾患医療センター職員研修
　1回（受講者60人）
〇認知症地域対応力向上研修
　2回（受講者304人）
○認知症多職種協働研修講師養成研修
　1回（受講者数81人）
〇島しょ地域の認知症対応力向上研修
　3か所

〇認知症サポート医フォローアップ研修
　4回（800人）
〇認知症疾患医療センター職員研修
　1回（100人）
〇認知症地域対応力向上研修
　2回（300人）
○認知症多職種協働研修講師養成研修
　1回（80人）
〇島しょ地域の認知症対応力向上研修
　3か所

認知症とともに暮らす地
域あんしん事業

○認知症地域支援推進事業
認知症の初期段階から切れ目のない支援
ができるよう、地方独立行政法人東京都
健康長寿医療センターと協働し、大規模
団地等で認知症とともに暮らす地域づく
りに取り組む区市町村を支援します。
○認知症ケアプログラム推進事業
公益財団法人東京都医学総合研究所と協
働し、暴言・介護拒否等のＢＰＳＤ（認
知症の行動・心理症状）の改善が期待さ
れる、「日本版ＢＰＳＤケアプログラ
ム」を都内に広く普及します。

○認知症地域支援推進事業
＜区市町村補助事業＞
・２区
＜東京都健康長寿医療センターへの委託事業＞
・大規模団地等に認知症の人への支援拠点を設置し
初期段階からの認知症の人等に対する効果的な支援
方法等の開発及び評価検証を実施
・地域づくりの手引きを作成
・認知症地域づくり支援研修の開催

○認知症ケアプログラム推進事業
　ケアプログラム利用自治体数　 9区市町
　インストラクター養成研修修了者  41人
　アドミニストレーター研修修了者 138人

○認知症地域支援推進事業
　6区市町村
○認知症ケアプログラム推進事業
　6区市町村
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【  救急医療   】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

B

C

C

B

C

B

消防に関する世論調査
（東京消防庁）

取組３
救急搬送患者の軽症割
合

54.9％
（平成28年）

下げる
54.5％

（平成30年）
東京消防庁集計

取組３
救急相談センター
（#7119）の認知率

53.8％
（平成28年）

上げる
53.6％

（平成30年）

救急災害医療課実績集計

取組１
取組２

救急活動時間（出場～
医師引継）

47分18秒
（平成28年）

短縮
46分10秒

（平成30年）
東京消防庁集計

取組１
取組２

東京ルール事案に該当
する救急搬送患者の圏
域内受入率

86.2％
（平成28年）

上げる
86.1％

（平成30年）

取組１
取組２

二次救急医療機関の応
需率

75.6％
（平成28年）

上げる
76.7％

（平成30年）
東京消防庁集計

取組１
取組２

東京ルール事案に該当
する救急搬送患者の割
合

0.96％
（平成28年）

下げる
0.98%

(平成30年）
救急災害医療課実績集計

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題２ 高齢者の生活や症状に応じた救急医療体制の整備 取組２ 地域包括ケアシステムにおける迅速・適切な救急医療の確保

課題３ 救急車の適正利用の推進 取組３ 救急車の適正利用の推進

総合評価

B

課題 取組

課題１ 救急医療機関における患者の円滑な受入れ 取組１ 救急受入体制の強化

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

○

○

○

転院搬送体制等整備事業
医療機関からの転院搬送や高齢者
施設等からの救急搬送について体
制を整備します。

○補助実績　31施設 51,274千円

＜課題３＞
救急車の適正利用の推進

（取組３）
救急車の適正利用の推進

救急医療対策協議会等

災害事故等による救急患者に対
し、適正な医療体制の確立を図る
ため救急医療体制の整備に関する
事項を協議します。

○救急医療対策協議会　2回開催
○救急の日シンポジウムにおい
て、東京版救急受診ガイドの普及
啓発の展示等を実施

8,582千円

課題 取組 平成30年度実績

救命救急センター運営
費補助

生命危機を伴う重篤・重症患者
に、必要かつ適切な医療を行う救
命救急センターに対し、運営費等
を補助し、重症救急患者の応需体
制を整備します。

○救命救急センター　26施設
○救命救急センター運営費補助実
績
　15施設

1,063,145千円

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

＜課題１＞
救急医療機関における患者
の円滑な受入れ

（取組１）
救急受入体制の強化

調整困難患者（開放性
骨折、精神身体合併
症、吐下血）受入医療
機関支援事業

搬送先選定困難となることが多い
開放性骨折や精神身体合併症、吐
下血患者に対し、専門的医療体制
を確保します。

○調整困難患者（開放性骨折、精
神身体合併症、吐下血）受入医療
機関支援事業活用実績

開放性骨折：20件
精神身体合併症：45件
吐下血：38件

開放性骨折：9,486千
円
精神身体合併症26,037
千円
吐下血：9,486千円

東京都地域救急医療セ
ンターの運営

地域において救急医療機関選定や
救急搬送患者の積極的な受入等の
役割を担う地域救急医療センター
を確保します。

○地域救急医療センター　89施設
○地域救急会議　25回開催

473,720千円

救急患者受入コーディ
ネーターの配置

搬送先の選定が困難な事案につい
て、受入医療機関の調整、一次受
入後の転送先の調整等を行う「救
急患者受入コーディネーター」を
配置し、緊急性を要する患者への
迅速な医療の確保を図ります。

○東京ルール件数7,466件 83,722千円

転院搬送体制等整備事業
医療機関からの転院搬送や高齢者
施設等からの救急搬送について体
制を整備します。

○補助実績　31施設 51,274千円

＜課題２＞
高齢者の生活や症状に応じ
た救急医療体制の整備

（取組２）
地域包括ケアシステムにお
ける迅速・適切な救急医療
の確保

救急医療対策協議会等

災害事故等による救急患者に対
し、適正な医療体制の確立を図る
ため救急医療体制の整備に関する
事項を協議します。

○救急医療対策協議会　2回開催
○「高齢者施設における救急対応
マニュアル作成のためのガイドラ
イン」を作成し、高齢者施設及び
医療機関、区市町村等関係機関へ
配布

8,582千円

救急専門医等養成事業

救急医療の担い手となる救急告示
医療機関等に勤務する医師等に対
し、救急医療に関する専門的な研
修を行います。

○救急医専門研修事業　2回実施
○救急医等専門研修（精神身体合
併症）事業　3回実施

救急医専門研修事業：
10,308千円
救急医等専門研修（精
神身体合併症）事業：
3,396千円

救急搬送患者受入体制
強化事業

救急外来に医師や看護師以外でも
対応可能な調整業務等を行う人材
を配置することにより、救急依頼
の不応需を改善し将来的な救急搬
送患者の増加に対応した強固な受
入体制を確保します。

○補助実績　11施設 154,800千円
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【災害医療 】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

B

B

A

C

A

A

平成30年9月1日実施

取組３ 東京ＤＭＡＴの隊員数 1,097人 1,000人を維持 1,186人
救急災害医療課調べ
(平成30年度末)

取組２－３
広域医療搬送を想定した
訓練の実施回数

－ 年1回 1回

救急災害医療課調べ
(平成30年4月1日時点)

取組２－３
ＥＭＩＳ等を活用した訓
練を実施している病院の
割合

61.6% 100% 53.1% 平成30年10月10日実施

取組２－３
複数の災害時の通信手段
の確保率

76.3% 100% 96.3%

取組１ 災害拠点病院の指定数 80病院 増やす 82病院
救急災害医療課調べ
(平成30年度末)

取組１ 災害拠点病院の耐震化率 92.5% 100% 93.9%
救急災害医療課調べ
(平成30年度末)

課題４ 医薬品等の供給体制の強化 取組４ 医薬品等の供給体制の確保

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題３ 東京ＤＭＡＴの体制強化 取組３ 東京ＤＭＡＴの体制確保

課題２ 医療救護体制の強化

取組２－１ 区市町村等の取組支援

取組２－２ 医療連携体制の確保

取組２－３ 情報連絡体制・搬送体制の確保

取組２－４ 危機管理体制の整備

総合評価

B

課題 取組

課題１ 医療機関の受入体制 取組１ 医療機関の受入体制の確保

取組２－５ 災害医療に関する都民への普及啓発

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

２５病院
（東京DMAT指定病院）

＜課題４＞
医薬品等の供給体制の強化

（取組４）
医薬品等の供給体制の確保

薬局災害対応力向上事業
の実施

災害時に医薬品等を円滑に供給するた
め、災害薬事コーディネーターに必要
な知識・資質を持った人材（災害薬事
リーダー）育成のための研修を実施し
ています。

災害薬事リーダー育成のための研修：
年２回

年２回

＜課題３＞
東京ＤＭＡＴの体制強化

（取組３）
東京ＤＭＡＴの体制確保

東京ＤＭＡＴ
（再掲）

大震災等の自然災害をはじめ、NBC災
害、大規模交通事故等の現場に、救
急・災害医療の知識を持つ専門医療
チームが出場し、一人でも多くの都民
の生命を守る体制を構築しています。
（再掲）

(1)運営協議会：年２回
(2)隊員養成のための研修：年２回
(3)隊員更新のための研修：年７回
(4)訓練実施回数：延４２回

（取組２－５）
災害医療に関する都民への普及
啓発

医療保健政策区市町村包
括補助事業

住民に身近な区市町村を対象に、首都
直下地震などの大規模災害発生に備
え、区市町村コーディネーターを中心
とした地域災害医療の確保を図る取組
を支援しています。

25区市町村
（医療保健政策区市町村包括補助事業
活用）

－

大規模地震等に備え、都内に設置され
るＳＣＵの体制を強化し、広域医療搬
送体制の充実が図れるよう取組を進め
ています。

実働訓練の実施（年１回） 年２回

（取組２－４）
危機管理体制の整備

大規模イベント時におけ
る医療提供体制の強化

「東京都主催する大規模イベントにお
ける医療・救護計画策定ガイドライ
ン」の改定や、災害の原因別に応じた
医療提供体制の検討を進めています。

「大規模イベントにおける医療・救護
計画策定ガイドライン」（第２版）の
策定

－

東京ＤＭＡＴ
（再掲）

大震災等の自然災害をはじめ、NBC災
害、大規模交通事故等の現場に、救
急・災害医療の知識を持つ専門医療
チームが出場し、一人でも多くの都民
の生命を守る体制を構築しています。
（再掲）

医療対策拠点における東京ＤＭＡＴ隊
員による支援体制を確立

－

（取組２－３）
情報連絡体制・搬送体制の確保

災害時訓練
大規模地震等の災害に備え、東京都地
域防災計画等に基づいた防災訓練など
を実施する。

(1)総合防災訓練の実施（年１回）
(2)通信訓練の実施（年２回）

年１回
（総合防災訓練の実施）

ＳＣＵにおける体制の強
化

（取組２－２）
医療連携体制の確保

在宅人工呼吸器使用者療
養支援事業（医療保健政
策区市町村包括補助事
業）（再掲）

電力供給の停止がそのまま生命の危険
に直結する恐れのある、在宅人工呼吸
器使用者が停電時等に必要とする品目
について支援し、在宅療養における安
全・安心を確保する。

１区
医療保健政策区市町村包
括補助事業

災害時周産期医療対策事
業（再掲）

○予算額：8,169千円
○災害時こころのケア体
制連絡調整会議２回
○作業部会３回
○登録医療機関30
○養成研修１回
○普及啓発研修1回

災害時における医療提供
体制整備の支援の検討
（再掲）

島しょにおける災害時の医療対応能力
を高めるため、島しょ町村による取組
について必要な支援を検討します。

防災対策の習熟と防災関係機関の相互
協力体制の確立を図るため、医療救護
活動訓練を実施、課題抽出（於：小笠
原村）

島しょ町村による取組の
支援

災害時の小児周産期医療体制構築に向
け、小児周産期リエゾン養成のための
研修を実施し、検討部会において体制
構築及び運営方法を検討する。

災害時周産期医療体制整備検討部会:3
回実施

753千円
（2回）

災害時こころのケア体制
整備事業（再掲）

＜課題２＞
医療救護体制の強化

（取組２－１）
区市町村等の取組支援

災害時医療救護活動研修

医療救護班等の医師・看護師等に対し
て、災害時における医療救護活動に関
する研修を実施し、災害時の円滑な医
療救護活動の確保に取り組んでいま
す。

区市町村コーディネート研修の実施
研修受講者
１８区市町村
１０７人

年２回
（区市町村コーディネー
ト研修）

災害医療協議会等
（再掲）

災害時に迅速かつ適正な医療救護活動
を行うため、地域災害医療連携会議等
を開催し、地域の実情に応じた災害医
療体制の整備に取り組んでいます。

地域災害医療連携会議の実施
１２回（全二次保健医療圏で実施（島
しょを除く））

年１２回
（地域災害医療連携会
議）

大規模災害時の被災地において、ここ
ろのケアに関する対応が円滑かつ迅速
に行われるよう、精神科医療及び精神
保健活動への支援体制を整備し、災害
支援体制の強化を図ります。

(1)　災害時こころのケア体制連絡
    調整会議
(2)　こころのケア体制登録機関の
    体制確保
(3)　災害時こころのケア体制研修

(1)災害時こころのケア体制連絡調
   整会議　２回
   作業部会２回実施
(2)登録医療機関は新たに３医療機
  関と協定締結し、28となった。
(3)研修
　・養成研修：２回
    参加人数　222人
　・普及啓発研修　１回
    参加人数　95人

東京都医療施設耐震計画
作成支援事業

耐震工事が進んでいない病院に対し
て、基本計画にかかる費用を補助する
ことにより、整備計画阻害要因を解決
し、医療施設の耐震化を図っていま
す。

災害拠点病院の耐震化率　93.9% －

東京ＤＭＡＴ

大震災等の自然災害をはじめ、NBC災
害、大規模交通事故等の現場に、救
急・災害医療の知識を持つ専門医療
チームが出場し、一人でも多くの都民
の生命を守る体制を構築しています。

東京ＤＭＡＴ隊員を講師とした災害拠
点
病院に対するNBC発災時の対応等の
研修を実施　26病院（計55病院）

年１回
（ＮＢＣ研修の実施）

課題 取組 平成30年度実績

＜課題１＞
医療機関の受入体制

（取組１）
医療機関の受入体制の確保

災害医療協議会等

災害時において迅速かつ適正な医療救
護活動を行うため、学識経験者等から
なる会議体を設置し、必要な体制整備
等の検討を進めています。

災害医療協議会の開催　３回
年３回
（災害医療協議会）

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【へき地医療】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ａ

C

Ｂ

Ｂ

医療振興担当調べ

取組２ 専門診療日数 1,143日 増やす 1171.5日 医療振興担当調べ

取組２ 画像電送システムの充実
遠隔読影
Web会議等

用途拡充
Web会議機能

接続拠点の拡充

取組１

へき地町村が必要とする
医師充足率（へき地町村
の医師派遣要請に対する
充足率）

96.4%
(100%)

100.0% 100.0% 医療振興担当調べ

取組１
医師確保事業協力病院等
数

9病院 11病院 9病院 医療振興担当調べ

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題４ 本土医療機関からの円滑な退院（帰島）支援 取組４ 切れ目のない多職種連携の推進

課題５ 災害時における医療提供体制の支援 取組５ 災害時における医療提供体制整備の支援

課題２ 医師の診療支援 取組２ へき地勤務医師の診療支援

課題３ 医療提供体制整備 取組３ 医療提供体制整備の支援

総合評価

B

課題 取組

課題１ へき地に勤務する医療従事者の安定的な確保 取組１ 医療従事者確保の支援

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

○

○

○

○
⑥ヘリコプター等添乗医師等確保事業補
助

島しょ地域において発生し
た救急患者を次の方法によ
り医師等を添乗させて搬送
する事業に対し補助しま
す。

・全島しょ町村
・実績額　3,396千円

・全島しょ町村
・予算額   3,540千円

④へき地専門医療確保事業

特定の診療科について、当
該町村外から専門の医師等
を確保し、１週毎に２日以
上を上限とする診療を実施
する場合の医師等の確保に
要する経費を補助します。

・１0町村（奥多摩町除くへき
地町村）、診療日数 1,171.5
日
・実績額　62,277千円

・１１町村
・予算額   65,955千円

⑤ヘリコプター救急搬送体制整備事業
添乗医師派遣病院を整備す
るとともに、添乗用救急資
器材を整備等します。

・11医療機関
・島しょ町村からの搬送　211
人
・実績額　4,205千円

・１１医療機関
・予算額   4,495千円

＜課題２＞
医師の診療支援

（取組２）
へき地勤務医師の診療支援

②画像伝送システム運用事業

都立広尾病院に画像電送シ
ステムを設置し、島しょ診
療所等に診断支援等を実施
します。

・画像伝送システム使用件数
1,320件　他Ｗｅｂ会議実施
・実績額
（局・広尾病院、運用事業）
2,583千円
（全島しょ町村、運営費補事
業）6,166千円

・予算額   2,686千円

③画像伝送システム運営費補助事業
画像電送システムを設置す
る島しょ町村に対し、それ
に係る経費を補助します。

・９町村
・予算額   7,557千円

⑩島しょ看護職員定着促進事業

島しょ地域において働く看
護職員を対象に、出張研修
や一時的に島を離れる際の
短期代替看護職員派遣を実
施します。

・出張研修　6回実施
・短期代替看護職員派遣　延
べ14回派遣

・出張研修、短期代替看
護職員派遣

①代診医派遣

へき地医療機関に勤務する
医師の自己研鑽等の機会や
休暇の取得等が可能となる
よう代診医師を派遣しま
す。

・派遣要請件数 43件/対応件
数　43件
・派遣日数  275日 （内訳：
義務年限医143日、支援ドク
ター9日、都立・公社病院63
日、協力病院6日、登録医師54
日）

・代診医派遣要請に対す
る充足率100％を維持す
る

⑨島しょ地域医療従事者確保事業

東京都の島しょ地域に存す
る町村が、当該町村内に勤
務する医療従事者の確保及
び定着のために現地見学会
を開催する場合に、それに
係る経費を補助します。

・４町村（大島町、三宅村、
八丈町、小笠原村）
・実績額　495千円
・参加者　27名、採用　1名

・参加者　45名

⑥東京都地域医療医師奨学金

将来、都内の医師確保が必
要な地域や診療科等に医師
として従事しようとする者
に対し、地域医療医師奨学
金を貸与します。

・特別貸与奨学金新規被貸与
者　25名

・特別貸与奨学金新規被
貸与者　25名

⑦東京都へき地医療支援機構無料職業紹
介事業

医療従事者の確保が困難な
へき地町村を支援するた
め、職業安定法に規定され
る無料職業紹介事業を実施
します。

・新規求人登録8件、新規求職
登録12件、紹介1件、内定1
件、採用1件、短期派遣10件

・広報媒体の活用、イベ
ント参加等

②自治医科大学卒業医師の派遣・研修
・ヘき地町村派遣　10人　/
都立病院等研修　12人

③へき地勤務医師等確保事業

へき地医療対策協議会で承
認されたへき地勤務医師等
派遣計画に基づき、事業協
力病院からへき地診療所等
に医師が長期的かつ安定的
に派遣された場合、事業協
力病院に謝金を交付すると
ともに、事業協力病院が代
替医師等を雇用する場合に
その経費を補助します。

・事業協力病院　9病院　　派
遣人数（医師・歯科医師）
15人

・事業協力病院　9病
院、派遣人数（医師・歯
科医師）　15人

⑧普及啓発
へき地医療に関する普及啓
発を実施します。

各種ホームページによる求
人・求職情報の発信、各種イ
ベント参加による情報発信等

・へき地医療支援機構
ホームページの更新（随
時）、各種イベント参加
による情報発信

課題 取組 平成30年度実績
＜課題１＞
へき地に勤務する医療従事者の
安定的な確保

（取組１）
医療従事者確保の支援

①自治医科大学によるへき地勤務医師養
成

自治医科大学の運営費負
担、入学試験の実施、卒業
医師のへき地町村への派遣
等を実施します。

・東京都　1～6年在籍数　14
人

・東京都　1～6年在籍数
14人（見込み）
・ヘき地町村派遣　10人
/　都立病院等研修　12
人

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

④市町村公立病院等医師派遣事業
派遣元又は派遣先が派遣医
師に対して派遣手当を支給
した場合、その経費を補助
します。

・6町村（大島町、新島村、神
津島村、三宅村、八丈町、奥
多摩町）
・実績額　34,820千円

・６町村
・予算額   43,200千円

⑤東京都地域医療支援ドクター事業

地域医療の支援に意欲を持
つ医師経験５年以上の医師
を都職員として採用し、東
京都地域医療支援ドクター
として、医師不足が深刻な
市町村公立病院等に一定期
間派遣します。

・採用　3名
・支援勤務　6名
・研修　5名

・採用　若干名
・支援勤務　6名
・研修　5名
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

○

○

○

○

○

○

○

③冊子「伊豆諸島・小笠原諸島 各島の医
療介護資源」の作成

本土医療機関に入院した島
しょ患者が住み慣れた島で
の治療や療養に円滑に移行
できるよう、本土医療機関
の医療従事者等に向けた島
の医療介護資源の情報を取
りまとめた冊子を作成しま
す。

冊子の作成 冊子の作成

＜取組５＞
災害時における医療提供体制の
支援

（取組５）
災害時における医療提供体制整
備の支援 災害時における医療提供体制整備の支援

の検討

島しょにおける災害時の医
療対応能力を高めるため、
島しょ町村による取組につ
いて必要な支援を検討しま
す。

・防災対策の習熟と防災関係
機関の相互協力体制の確立を
図るため、医療救護活動訓練
を実施、課題抽出（於：小笠
原村）

島しょ町村による取組の
支援

＜取組４＞
本土医療機関からの円滑な退院
（帰島）支援

（取組４）
切れ目のない多職種連携の推進

①画像伝送システム運用事業 （取組２②と同様） （取組２②と同様） （取組２②と同様）

②画像伝送システム運営費補助事業 （取組２③と同様） （取組２③と同様） （取組２③と同様）

⑧市町村公立病院運営事業

多摩及び島しょ地区におけ
る市町村公立病院に対し
て、その運営に要する経費
を補助します。

・2町（奥多摩町、八丈町）
・実績額　167,449千円

・２町
・予算額   175,914千円

⑨市町村公立病院整備事業費償還補助事
業

多摩及び島しょ地区におけ
る市町村公立病院の整備事
業費の償還に対して助成し
ます。

・1町（八丈町）
・実績額　46,230千円

・１町
・予算額   46,230千円

⑥へき地産科医療機関運営費補助事業
へき地産科医療機関の運営
に必要な経費を補助しま
す。

・2町（大島町、八丈町）
・実績額　31,978千円

・２町
・予算額   45,620千円

⑦へき地産科医療機関設備整備費補助事
業

へき地町村が行う産科医療
機関として必要な設備整備
事業に要する経費を補助し
ます。

・1町（八丈町）
・実績額　7,182千円

・１町
・予算額   7,322千円

④へき地患者輸送車運行事業補助
へき地保健医療対策等実施
要綱に基づき町村が行う患
者輸送車の運行に要する経
費を補助します。

・1町（奥多摩町）
・実績額　155千円

・１町
・予算額   573千円

⑤へき地診療所施設等整備費補助事業

へき地町村が行うへき地診
療所及びその医師住宅等に
係る施設整備事業及び、医
療機器の整備に要する経費
を補助します。

・施設整備補助　該当なし
・設備整備補助　7町村（大島
町、利島村、新島村、三宅
村、青ヶ島村、小笠原村、檜
原村）
・実績額　61,791千円

（設備整備）
・７町村
・予算額   62,421千円

＜取組３＞
医療提供体制整備

（取組３）
医療提供体制整備の支援

①へき地診療所勤務医師等給与費補助

町村の財政力等により町村
毎に補助基準額を定め、へ
き地診療所勤務医師の給与
費の一部を補助します。

・10町村（八丈町除くへき地
町村）
・実績額　193,669千円

・１０町村
・予算額   196,242千円

②人工透析医療運営事業補助

島しょ地域の町村が運営す
る診療所及び病院が行う人
工透析医療の運営に要する
経費を補助します。

・1村（三宅村）
・実績額　2,000千円

・２村
・予算額   4,000千円

③小笠原村診療所運営事業補助

小笠原村診療所（父島及び
母島）の管理運営及び備品
整備に要する経費を補助し
ます。

・1村（小笠原村）
・実績額　16,126千円

・１村
・予算額   16,126千円
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【周産期医療】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

人口動態統計

取組３
ＮＩＣＵ・ＧＣＵ長期入
院児数（９０日以上）

83人
（H28年速報値）

減らす
68人

（H30年）

東京都周産期母子医療
センター等NICU入院児
実態調査

取組１
取組２

妊産婦死亡数
2人

（H27年）
減らす

0人
（H29年）

人口動態統計

取組１
取組２

周産期死亡率（出産千
対）

3.2
（H27年）

下げる
3.0

（H30年）
人口動態統計

取組１
取組２

新生児死亡率（出生千対）
0.9

（H27年）
下げる

0.7
（H30年）

取組１ 出生１万対NICU病床数
27.8床

（H27年）
増やす

30.7床
（H30年）

人口動態統計

取組２
母体救命搬送システムに
おける平均病院選定時間

11.0分
（H28年度）

短くする
11.0分

（H30年度速報値）
救急災害医療課実績集計

取組 指標名 策定時 目標値

実績
達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

課題２ 母体救命が必要なハイリスク妊産婦への対応 取組２ 母体救命が必要なハイリスク妊産婦への対応の強化

課題３ ＮＩＣＵ等長期入院児に対する在宅移行支援 取組３ ＮＩＣＵ等長期入院児に対する在宅移行支援の強化

課題１-２ 精神疾患を合併する妊産婦への対応 取組１-２ 精神疾患を合併する妊産婦へのケアの強化

課題１-３ 災害時における周産期医療体制の検討 取組１-３ 災害時における周産期医療体制の整備

総合評価

A

課題 取組

課題１-１ リスクに応じた妊産婦・新生児への対応 取組１-１ リスクに応じた妊産婦・新生児へのケアの強化

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

 

 

○

○

　

　

周産期医療情報等

都における周産期医療対策事業の一層
の推進を図るため、周産期医療ネット
ワーク等を通じて母子医療情報を有効
に活用し、また周産期医療における専
門知識・技術を提供することなどによ
り、母子医療水準の向上を図る。

周産期医療情報システムの運営 93,513千円

＜課題１－２＞
精神疾患を合併する妊産婦への
対応

（取組１－２）
精神疾患を合併する妊産婦への
ケアの強化

周産期医療ネットワーク
グループの構築事業（再
掲）

一次から三次までの医療機関の機能分
担と相互の連携により、身近な地域で
リスクに応じた周産期医療が提供され
るネットワークグループを構築する。
（再掲）

8ブロックで計21回連携会議等実施
（再掲）

17,540千円
（8ブロックで計23回）
（再掲）

＜課題１－１＞
リスクに応じた妊産婦・新生児
への対応

（取組１－１）
リスクに応じた妊産婦・新生児
へのケアの強化

－

周産期母子医療センター
運営費等補助事業

24時間体制でハイリスク患者を受け入
れる機能を確保するため、運営に要す
る経費の一部を補助する。

20施設へ補助実施
（他7施設は国補助分のみ）

1,064,733千円
（20施設）

新生児医療担当医育成支
援事業

臨床研修終了後の専門的な研修におい
て、小児科を選択する医師に対し、研
修医手当を支給することにより、将来
の新生児医療を担う医師の育成を図
る。

4施設へ補助実施
5,134千円
（5施設）

産科医等確保支援事業
産科医等の処遇を改善しその確保を図
るため、分娩手当等を支給する分娩取
扱機関に対して財政支援を行う。

79施設へ補助実施
181,857千円
（88施設）

産科医育成支援事業

臨床研修終了後の専門的な研修におい
て、産科を選択する医師に対し、研修
医手当を支給することにより、将来の
産科医療を担う医師の育成を図る。

15施設へ補助実施
19,161千円
（17施設）

3施設へ補助実施
27,698千円
（3施設）

周産期連携病院等施設設
備整備費補助事業

周産期連携病院等の施設整備及び設備
整備に要する費用を補助する。

6施設へ補助実施
59,223千円
（7施設）

新生児医療担当医確保支
援事業

過酷な勤務状況にある新生児医療担当
医（新生児科医）の処遇を改善するた
め、出産後ＮＩＣＵへ入室する新生児
を担当する医師に対し手当を支給す
る。

13施設へ補助実施
181,857千円
（13施設）

周産期医療ネットワーク
グループの構築事業

一次から三次までの医療機関の機能分
担と相互の連携により、身近な地域で
リスクに応じた周産期医療が提供され
るネットワークグループを構築する。

8ブロックで計21回連携会議等実施
17,540千円
（8ブロックで計23回）

多摩新生児連携病院

周産期母子医療センターの少ない多摩
地域において、比較的リスクの高い新
生児の受入れや、周産期母子医療セン
ターからの逆紹介に対応する「多摩新
生児連携病院」を指定

指定済:1施設
11,574千円
（1施設）

周産期連携病院NICU運営
費補助事業

周産期連携病院の新生児搬送受入機能
を強化し、高度な新生児医療等の確保
など、体系的な周産期医療体制の整備
を図るため、NICUの運営に要する経費
の一部を補助する。

周産期搬送コーディネー
ターの配置事業

緊急性を要する母体・新生児を迅速に
医療施設につなげるため、周産期搬送
コーディネーターを東京消防庁総合指
令室に配置し、全都を対象に搬送調整
等を行う。

非常勤職員:7名
取扱件数:828件

35,728千円
（非常勤職員:7名）

周産期連携病院(休日・
全夜間診療事業）

休日や夜間における妊産婦の救急搬送
又は新生児の受入体制を確保し、ミド
ルリスクの患者に対応できる「周産期
連携病院」を指定

H30年度に2施設指定し、計12施設
193,718千円
（13施設）

周産期母子医療センター
施設整備費等補助事業

周産期母子医療センターの施設整備及
び設備整備に要する費用を補助する。

18施設へ補助実施
602,563千円
（20施設）

母体救命対応総合周産期
母子医療センターの運営
事業

救急部門等の医師との連携を構築し、
緊急に母体救命処置が必要な妊産褥婦
を必ず受け入れる、いわゆる「スー
パー総合周産期センター」を指定し、
母体救命体制を確保する。

指定済6施設
253,030千円
（6施設）

－  －
ＮＩＣＵ病床の整備

（令和元年7月1日現在　334床)
－

－  －
周産期母子医療センターの整備
（令和元年7月1日現在　27病院）

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

○

○

○

ＮＩＣＵ等入院児の在宅
移行支援事業

ＮＩＣＵ等入院児の退院前の自宅への
訪問や、外泊訓練時等にＮＩＣＵ等入
院児支援コーディネーター等及び訪問
看護師が支援する場合の診療報酬対象
外となる経費を支援する。

・36施設へ補助実施（母子医療ｾﾝﾀｰ
4、訪看ST34）

10,546千円

在宅移行支援病床運営事
業

ＮＩＣＵ等入院児について、ＮＩＣＵ
と在宅療養の間に中間的病床として在
宅移行支援病床を設置することによ
り、在宅生活への円滑な移行を促進す
る。

・10施設、45床
76,686千円
（7施設、34床）

在宅移行支援病床整備費
補助事業

在宅移行支援病床の施設整備及び設備
整備に要する費用を補助する。

・3施設、18床
5,590千円
（4施設、28床）

産科救急対応向上研修

妊産婦の主たる死亡原因である産科危
機的出血等への初期対応の強化を図る
ため、一次周産期医療機関等の医師及
び看護師、助産師を対象に研修を行
う。

・研修2回実施
・マニュアルの作成

6,251千円
（2回）

＜課題４＞
ＮＩＣＵ等長期入院児に対する
在宅移行支援

（取組４）
ＮＩＣＵ等長期入院児に対する
在宅移行支援の強化

小児等在宅移行研修事業

ＮＩＣＵ等入院児の在宅療養等へ移行
を促進するため、職種ごとの実践的研
修や多職種合同研修を実施し、小児等
在宅移行等を担う人材を育成する。

・研修6回実施
11,224千円
（6回）

＜課題２＞
母体救命が必要なハイリスク妊
産婦への対応

（取組２）
母体救命が必要なハイリスク妊
産婦への対応の強化

母体救命対応総合周産期
母子医療センターの運営
事業（再掲）

救急部門等の医師との連携を構築し、
緊急に母体救命処置が必要な妊産褥婦
を必ず受け入れる、いわゆる「スー
パー総合周産期センター」を指定し、
母体救命体制を確保する。（再掲）

指定済6施設（再掲）
253,030千円
（6施設）（再掲）

新生児救命研修
一次周産期医療機関等の医師及び看護
師、助産師等を対象とし、新生児組成
に関する研修を行う。

2回実施
2,213千円
（2回）

在宅療養児一時受入支援
事業

ＮＩＣＵ等から退院し在宅に移行した
児について、定期的医学管理及び保護
者の労力の一時支援(レスパイト)を行
う病床の運営を支援する。

・19施設、41床
9,906千円
（20施設、43床）

＜課題１－３＞
災害時における周産期医療体制
の検討

（取組１－３）
災害時における周産期医療体制
の整備

災害時周産期医療対策事
業

災害時の小児周産期医療体制構築に向
け、小児周産期リエゾン養成のための
研修を実施し、検討部会において体制
構築及び運営方法を検討する。

災害時周産期医療体制整備検討部会:3
回実施

753千円
（2回）
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【  小児医療   】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

Ａ

Ｃ

Ａ

Ａ

Ｃ

総合評価

B

課題 取組

課題１ こども救命センターの運営 取組１ こども救命センターの更なる機能強化

課題２ 小児救急医療体制の確保

取組２－１ 小児救急医療に関する普及啓発・相談支援事業の推進

取組２－２ 小児救急医療体制の充実

課題３ 地域の小児医療体制の確保

取組３－１ 地域の小児医療を担う人材の育成

取組３－２ 地域における小児医療体制の確保

取組３－３ 児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応

指標の出典
１年目 ２年目 ３年目

取組２－１
取組２－２

小児救急搬送症例のうち
受け入れ困難事例の件数
（医療機関に受入れの照
会を行った回数4回以上

1,307件
（平成27年）

減らす
1,230件

（平成28年）

取組 指標名 策定時 目標値
実績 達成

状況

総務省消防庁調べ

取組１
取組２－１
取組２－２
取組３－１
取組３－２
取組３－３

乳児死亡率（出生千対）
1.7

（平成27年）
下げる

1.7
(平成30年）

人口動態統計（厚生労働省）

人口動態統計（厚生労働
省）
住民基本台帳による東京都
の世帯と人口（東京都総務
局）

児童死亡率
（５～９歳人口十万対）

8.6
（平成27年）

下げる
8.0

（平成29年）
人口動態統計（東京都福祉保
健局）

幼児死亡率
（１～４歳人口十万対）

15.9
（平成27年）

下げる
15.5

（平成30年）

人口動態統計（東京都福祉保
健局）

児童死亡率
（10～14歳人口十万対）

7.0
（平成27年）

下げる
7.1

（平成29年）

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している 

 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

○

○

在宅移行支援病床運
営事業

ＮＩＣＵ等入院児について、ＮＩＣＵ
と在宅療養の間に中間的病床として在
宅移行支援病床を設置することによ
り、在宅生活への円滑な移行を促進す
る。

10施設、45床
76,686千円
7施設

課題 取組 平成30年度実績

（課題１）
こども救命センター

の運営

（取組１）
こども救命センターの更なる機能強化

こども救命センター
の運営

小児の重症症例等により、他の医療機
関では救命治療の継続が困難な小児患
者の受入要請があった場合に、患者を
受け入れ、小児集中治療室（PICU）等
での救命治療・専門医療体制を備えた
こども救命センターを指定し、迅速か
つ適切に救命処置を受けられる体制を
確保します。

都内を4つのブロックに分け、各ブロックにに1施設指定

　東京大学医学部付属病院（区東ブロック）
　国立成育医療研究センター（区西南ブロック）
　日本大学医学部附属板橋病院（区北ブロック）
　都立小児総合医療センター（多摩ブロック）

平成30年度（集計中）
【参考】平成29年度実績
　・件数660件（転送319件、直送341件）
　・主な転帰
　　搬送元転院72件
　　他院転院35件（転院21件、直送14件）
　　退院479件（転院195件、直送284件）
　・退院支援コーディネーターの配置　全4病院
　・ブロック単位で連絡会の開催４回
　・小児臨床研修の実施15回
　・こども救命センター連絡会を開催し、事例検討・
　　意見交換を実施

　200,690千円
（内訳）
・運営費
　181,242千円
・退院支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置
　19,443千円

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

在宅療養児一時受入
支援事業

ＮＩＣＵ等から退院し在宅に移行した
児について、定期的医学管理及び保護
者の労力の一時支援(レスパイト)を行
う病床の運営を支援する。

19施設、41床
9,906千円
20施設

小児医療協議会

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

・こども救命センターを対象に、患者の在宅移行状況の
調査を実施
・調査結果を基に、こども救命センター連絡会を開催し
検討

923千円

（課題２）
小児救急医療体制の

確保

（取組２－１）
小児救急医療に関する普及啓発・相談支援事業の
推進

「子供の健康相談
室」（小児救急相

談）

保健所や保健センターが閉庁する時間
帯に、子供の健康・救急に関する電話
相談を行う。
相談には、看護師、保健師等の専門職
が応じ、必要に応じて電話転送により
小児科医師が対応する。

・「子供の健康相談室」（小児救急相談）
平成30年度　100,600件
　（うち小児救急相談分　98,541件）

・普及啓発を図るため、ポスターや普及用カードを随時
配布するとともに、クリアファイルや絆創膏等を作成
し、各種イベントにおいて配布
　キッズホスピタルランド（東京都医師会主催）
　東京消防庁出初式

73,953千円

「＃７１１９」東京
消防庁救急相談セン

ター

急な病気やけがをした際に「救急車を
呼ぶべきか」、「今すぐ病院で受診す
るべきか」迷った時や、どこの病院に
行ったらよいのかわからない時などに
電話で相談を受け、緊急度の判断や適
応する受診科目、診察可能な医療機関
等について相談者にアドバイスを行
う。

・平成30年　小児（0～14歳）　70,852件

・普及啓発を図るため、都内の小学一年生を対象にカー
ド付きリーフレットを配布し、キッズホスピタルランド
等の各種イベントにおいて、広報用ハンカチ等を配布

578,986千円

保健医療情報セン
ター運営

人口の高齢化、疾病構造の変化等に伴
い増加している、保健医療情報への需
要に対応するため、医療・福祉に関す
る相談対応や医療機関等の情報提供を
実施

〇保健医療情報センター等実績
・保健医療福祉相談：63,841件
・“ひまわり”Webサイトアクセス数：5,451,998件
（30年度決算額
　センター運営；125,955千円
　“ひまわり”Webサイトの運営：85,201千円）

○“ひまわり”が活用されるよう、ポスターやリーフ
レット、メモパッドを区市町村や医療機関等に配布する
とともに、普及啓発を図るためクリアファイルをイベン
ト等で配布

○保健医療情報センターの運営
130,333千円

○東京都医療機関案内サービス“ひまわ
り”Webサイトの運営
85,037千円

小児医療講演会（小
児医療協議会）

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

各種イベントにおいて、休日・夜間に対応可能な医療機
関のパンフレット等を配布
　キッズホスピタルランド（東京都医師会主催）
　東京消防庁出初式

547千円

小児初期普及啓発
（医療保健政策区市
町村包括補助事業・

選択）

子供の保護者に対し、身近な地域の医
療機関の情報、子供の病気に関する基
礎的な知識、子供の急病時の対処方法
等についての情報提供や学習機会を提
供し、子供の急病時における保護者の
適切な受療行動を推進する区市町村の
普及啓発事業を支援する。

小児救急医療に関する普及啓発事業を実施する区市町村
等へ補助

平成30年度 13区市

5,300千円
53地区

医療ガイドシステム

保護者向けに子供の病気やけがなどの
緊急時対応の参考としてもらうため、
インターネットを通じて親しみやすく
信頼性の高い医療情報及び子育て情報
を提供

・「東京都こども医療ガイド」Webサイトアクセス数
　1,055,349件（30年度決算額：3,034千円）

・「母と子の保健バッグ」に広報用カードを封入し、区
市町村を通じて子育て世代への周知を行うとともに、広
報用ポスターを作成し、都内医療機関や幼稚園・保育園
等に配布

○東京都こども医療ガイドの運営
（広報用カードの作成・配布等）
4,532千円

（取組２－２）
小児救急医療体制の充実

小児医療協議会

医療機関、関係機関、区市町村等で構
成される協議会を設置し、初期救急か
ら三次救急までの小児救急医療体制の
確保・充実を図る。

・東京都小児医療協議会において搬送先の二次救急医療
機関の選定が困難な骨折等による小児の整形外科選定事
案について、受入れ促進に向けた方策を検討・協議
（平成30年度1回開催）
・小児整形等の研修受講に対する研修実施に向けて調整

923千円

休日・全夜間診療事
業（小児）

休日及び全夜間（午後5時～翌日午前9
時）において小児科の救急患者に対す
る治療体制を確保するため、救急両機
関を365日確保

体制確保　79床
医師確保　53施設
選任看護師配置　7施設

948,622千円
　体制確保　72床
　医師確保　60施設
　選任看護師配置　7施設

休日・全夜間診療事
業参画医療機関施設
整備費等補助（小

児）

小児初期救急医療施
設整備費等補助事業

小児初期救急を実施するにあたり必要
な施設・設備整備に係る経費を補助

設備整備　2か所（2,307千円）
15,301千円
　施設整備2か所　13,141千円
　設備整備4か所　2,160千円

小児周産期リエゾン
養成研修

（厚生労働省主催）

災害医療コーディネーターのサポート
として小児・周産期医療に特化した調
整役である「小児周産期リエゾン」を
養成

厚生労働省が実施した「小児周産期リエゾン研修」に1名
の小児科医師を派遣し、小児周産期リエゾン（小児科）
を養成した。
　平成30年時点　研修受講修了者　2名

-

休日全夜間診療事業（小児）に参画し
ている医療機関等が行う施設又は設備
整備事業に対し補助することで、休
日・全夜間における小児科の入院治療
等を必要とする救急患者の医療確保を
図る

設備整備
　2施設

設備整備
　30,000千円
　2施設

小児初期救急運営費
補助事業

地域における平日夜間の小児初期救急
医療体制を確保するため、区市町村が
平日の夜間に行う小児初期救急医療事
業に対し、その経費を補助

36区市町村一部事務組合（123,749千円）
　40区市町村で実施
　取扱患者　約33千人（速報値）

133,763千円
53地区

災害時周産期医療体
制検討部会

（周産期医療協議
会）

周産期医療協議会の下に設置した災害
時小児・周産期の災害時の医療体制に
ついて検討

災害時周産期医療体制検討部会において、災害時の小児
周産期医療体制を検討した。

災害時周産期医療体制検討部会　３回開催

2,510千円
（周産期医療協議会経費）
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保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

○

1/2

地域医療を担う医師
養成事業

地域で不足している小児医療、周産期
医療、救急医療、へき地医療に従事す
る医師を養成・確保するため、国の医
師確保対策に基づく医学部定員増を活
用し、知事が定める大学に入学する学
生に奨学金を貸与

新規被貸与者数
特別貸与　25名
（順天堂大学10名、杏林大学10名、東京慈恵会医科大学5
名）
一般貸与　なし
（平成29年度で新規貸与を終了）

特別貸与　877,697千円
（うち貸付金　870,500千円）
　150名（うち新規25名）
一般貸与　22,061千円
（うち貸付金　21,600千円）
　6名

病院勤務者勤務環境
改善事業

都内医療体制の安定的な確保に資する
ことを目的に、病院が実施する医師及
び看護職員の勤務環境を改善し、離職
防止、負担軽減、定着、再就業を支援
する取組に対し、必要な経費を補助

延べ６６（実数５２）の病院へ補助を実施
○勤務環境改善及び再就業支援事業
　・復職研修及び就労環境改善事業　２５病院
　・相談窓口の設置　６病院
○チーム医療推進の取組　２７病院
○勤務環境改善施設・設備整備事業
　休憩室・当直室の新築、増改築又は改修に係る施設・
設備の整備
　　・　施設整備　６病院
　　・　設備整備　２病院

207,839千円
　○勤務環境改善及び再就業支援事業
　・復職研修及び就労環境改善事業
　　２4病院
　・相談窓口の設置　2病院
　○チーム医療推進の取組　２6病院
　○勤務環境改善施設・設備整備事業
　　１病院

地域における小児医
療研修事業

地域の小児初期救急診療事業に参加す
る医師を確保するため、地域の診療所
の医師等を対象とした小児科二次救急
医療機関における臨床研修や、小児救
急医療への参加を促進する小児医療研
修会、地域で小児救急医療に従事する
医師の研修会を実施

地域の診療所の開業医等を対象に研修（臨床研修等）を
実施
臨床研修　7人
地域研修会　17回
小児救急研修会　2回（142人）
（テーマ）
　・かかりつけ医だからこそできる小児救急初期診療
　・こどものけが・火傷・誤飲

16,826千円
　臨床研修　20名
　地域研修会　10回
　小児救急研修会　2回

都立学校への外部講
師派遣事業

外部講師を希望する都立学校へ申請に
基づき派遣調整を行う

平成31年度事業開始に向け体制整備 ―

区市町村立学校にお
ける外部講師活用の
支援

がん診療連携拠点病院及びがん患者・
支援団体等のがん教育外部講師派遣調
整窓口情報の区市町村教育委員会への
提供

外部講師派遣協力可能病院・団体数及び外部講師数（平
成31年2月20日時点）
・がん診療連携拠点病院　36病院　376人
・がん患者・支援団体　9団体　80人

―

・がん教育リーフレットの作成・配布
（小学生用・中学生用・高校生用）
・がん教育リーフレット活用の手引
（教師用）の作成・配布（小学生用・
中学生用・高校生用）

都内全公立学校にがん教育リーフレット及び活用の手引
（教師用）を配布

3,000千円

健康教育に関する講
演会

がん教育の現状と指導の在り方につい
て理解を深め、その充実を図ることを
目的とした教員対象の講演会を実施

平成31年３月４日に講演会を実施（講師：東京女子医科
大学教授　林 和彦、日本女子体育大学教授　助友 裕
子）し、120名の教員が参加

―

健康教育推進委員会

重症心身障害児等在
宅療育支援事業

在宅の重症心身障害児（者）等の家庭
に看護師を派遣し、看護技術の指導や
療育相談を実施
また、NICU等に入院している重症心身
障害児等について、在宅での生活を希
望した際に円滑に移行できるよう、重
症心身障害児等とその家族への早期支
援や相談等を行うとともに、研修の実
施等により地域の訪問看護師のレベル
アップを図るなど、重症心身障害児等
の支援の充実を図る

重症心身障害児等在宅療育意支援事業として、下記の事
業を実施
・在宅重症心身障害児（者）等訪問事業
　訪問看護　延10,124件、訪問健康診査　5件
・在宅療育相談事業　在宅療育相談　延5,269件
・訪問看護師等育成研修事業
　基礎編　延197人
　レベルアップ編　延153人
　在宅移行編　56人
　訪問実習　45人
・在宅療育支援地域連携事業　地域連携会議　12回

245,613千円
訪問看護　15,405件
訪問健康診査　23件
訪問看護師等育成研修　3回
訪問実習　50回
地域連携会議　12回

重症心身障害児
（者）通所運営費補

助事業

外部講師を対象とし
た研修会

外部講師、講師候補者に対し、授業を
行う上での留意事項、モデル授業例、
教員との連携の工夫等について研修を
実施

がん診療連携拠点病院及びがん患者・支援団体等のがん
教育外部講師対象の研修を平成31年３月13日に実施

―

小児等在宅医療推進
研修事業

小児医療に関する診療所の医師及び看
護師等向けの研修を実施し、小児等在
宅医療への参入促進を図る。

○基礎編
　実施回数：1回
　参加者：15名
○実践編（訪問診療同行研修）
　参加者：4名

4,372千円
　○基礎編
　　参加者：30名
　○実践編
　　参加者：10名

（取組３－２）
地域における小児医療体制の確保

ＡＹＡ世代等がん患
者支援事業

都内医療機関におけるＡＹＡ世代がん
患者への医療提供状況を踏まえ、都と
して重点的に取り組むべき課題及び解
決策を検討

・ＡＹＡ世代がんワーキンググループ　２回
・ＡＹＡ世代がん患者に関する実態調査の実施

18,449千円

東京都小児がん診療
連携推進事業

小児がんに関して高度な診療機能を有
する医療機関による「東京都小児がん
診療連携ネットワーク」を整備すると
ともに、「東京都小児がん診療連携協
議会」において小児がんの診療連携体
制や相談支援体制等について、あるべ
き体制を検討

小児がん診療連携協議会及び同部会：計13回開催
小児がん拠点病院：2病院
東京都小児がん診療病院：11病院

14,925千円

在宅の重症心身障害児(者）に日中活
動の場を提供し、療育を実践するた
め、都が区市町村を通じて通所施設に
おける適切な療育環境の確保を図る

重症心身障害児（者）通所事業所の整備
平成30年度末現在　61事業所　定員687人
※「障害者・障害児地域生活支援3か年プラン」
平成30年度末定員増数　33人

13,235,000千円（「障害者施策推進区市町
村包括補助事業」事業全体の額）
障害者・障害児地域生活支援3か年プラン
平成30年度～令和2年度の3か年で定員150
人増

○重症心身障害児
（者）通所委託（受
入促進員配置）

○重症心身障害児
（者）短期入所（受
入促進員配置）

民間の医療型施設及びショートステイ
実施施設において、高い看護技術を
持った看護師を受入促進員として配置
し、特に医療ニーズが高い在宅の重症
心身障害児(者）の積極的な受入れの
促進を図る

超重症児者等受入促進員の配置
平成30年度
通所受入促進員　8施設　延　20,453人
短期入所受入促進員　8施設　延　11,613人

26,073千円
通所受入促進員
21,910人

33,701千円
短期入所受入促進員
10,871人

区市町村在宅療養推
進事業

在宅療養を推進するに当たり、医療面
における支援体制を整備するために、
区市町村が実施する取組を支援し、在
宅療養体制の構築を図る

小児等在宅医療推進事業
　5区市町村

620,000千円
　62区市町村

子供の心診療病院拠
点支援事業

子供の心をとりまくさまざまな問題に
ついて、専門的なケアにつなげる体制
を整備するため、拠点病院を設置し、
各医療機関や保健福祉関係機関等と連
携した支援体制の構築を図る。

○地域との連携強化
・子どもの心診療機関マップ作成
・ASD勉強会、ASD支援会議、TTAP講習会開催　延480名参
加
○医師・医療関係者との連携強化
・講演開催　延248名参加
○関係機関向けセミナー開催　延329名参加
○研修講座の開催　延2,316名参加
○都民向けシンポジウム開催　延278名参加

予算額：11,348千円
○地域との連携強化
○医師・医療関係者との連携強化
○関係機関向けセミナー開催
○研修講座の開催
○都民向けシンポジウム開催

（課題３）
地域の小児医療体制

の確保

（取組３－１）
地域の小児医療を担う人材の育成
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保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成30年度実績

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容
事業名 事業概要

これまでの取組状況
平成30年度計画
（予算規模等）

国庫
負担

（課題３）
地域の小児医療体制

の確保

（取組３－３）
児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応

東京都要保護児童対
策地域協議会の設

置・運営

要保護児童の早期発見及び適切な保護
を図るため、関係機構の円滑な連携・
協力を確保することを目的として、東
京都要保護児童対策地域協議会を設
置・運営

・平成３０年１１月３０日に保健・医療分野の関係機関
が構成員の一部である東京都要保護児童対策地域協議会
代表者会議を実施し、児童虐待の防止に関する条例の策
定等について意見交換を行った。
・また、都の施策や構成機関の取組等について意見交
換・情報共有を重ねた。

630千円

医療機関における虐
待対応力強化事業

児童虐待の早期発見・予防のため、虐
待や要支援家庭の発見の機会を有する
医療機関等に対し、虐待発見の視点や
支援の方法、関係機関との連携等に向
けた判断力・対応力強化を支援

・東京都内医療機関職員及び児童相談所職員等を対象と
した児童虐待対応研修を７回実施
・院内虐待対策員会（CAPS)の設置を予定または検討して
いる医療機関等を対象とした児童相談所による訪問研修
を３回実施
・CAPSをすでに設置している病院の連絡会であるCAPS設
置病院連絡会を１回実施
・これらの実施によって、CAPSの立ち上げや運営支援、
医療機関職員の虐待対応力の強化を図った。

2,145千円

医療連携専門員の設
置

保健、医療面に関する相談、指導の充
実や、関係機関との連携強化のため
に、保健師免許を有する者を医療連携
専門員として児童相談センター及び児
童相談所に配置

児童相談センター及び児童相談所において医療連携専門
員を配置し、保健指導、保健相談業務を担うとともに、
医療・保健機関との連携強化に努めた。

32,313千円
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様式１－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

【在宅療養】

○　課題と取組

○　各指標の達成状況

A

A

A

A 医療政策課調べ
取組３
取組４

入退院支援に関わる研修
受講者数

1,497人
（平成27年度から29年度

までの受講者累計）

3,177人
（受講者累計）

1,926人
（受講者累計）

B

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（退院支援加算を算定した
病院数）

退院支援を実施している
診療所数

3所
（平成29年度）

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（退院支援加算を算定した
診療所数）

「衛生行政報告例」厚生労
働省

取組３

退院支援を実施している
病院数

243所
（平成27年度）

増やす

251所
（平成29年度）

取組２
訪問看護ステーションの
看護職員数

4,476人
（平成28年12月末現在）

増やす 5,436人
（平成30年12月末現在）

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅患者訪問診療料のレ
セプト件数）

取組１
取組２
取組４

在宅ターミナルケアを受
けた患者数（レセプト件
数）

10,487件
（平成27年度）

増やす
12,790件

（平成29年度）

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅患者訪問診療料のレ
セプト件数）

取組１
取組２
取組４

訪問診療を受けた患者数
（レセプト件数）

1,017,495件
（平成27年度）

増やす
1,119,082件

（平成29年度）

取組１
取組２
取組４

在宅看取り（ターミナル
ケア）を実施している診
療所数

1,060所
（平成27年度）

増やす

1,021所
（平成29年度）

B

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅ターミナルケア加
算、看取り加算を算定した
診療所数）

在宅看取り（ターミナル
ケア）を実施している病
院数

50所
（平成29年度）

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅ターミナルケア加
算、看取り加算を算定した
病院数）

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅患者訪問診療料を算
定した病院数）

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

取組１
取組２
取組４

訪問診療を実施している
診療所数

2,432所
（平成27年度）

増やす

取組 指標名 策定時 目標値

実績

2,163所
（平成29年度）

C

「医療計画作成支援データ
ブック」厚生労働省
（在宅患者訪問診療料を算
定した診療所数）

訪問診療を実施している
病院数

153所
（平成29年度）

課題５ 都民の在宅療養に関する理解の促進 取組５ 在宅療養に関する都民への普及啓発

課題２ 地域における在宅療養の推進 取組２ 在宅療養患者を支える地域の取組を促進

課題３ 在宅療養生活への円滑な移行の促進 取組３ 在宅療養生活への円滑な移行の促進

総合評価

Ｂ

課題 取組

課題１ 区市町村を実施主体とした在宅療養体制の構築 取組１ 地域包括ケアシステムにおける在宅療養体制の構築

課題４ 在宅療養に関わる人材育成・確保 取組４ 在宅療養に関わる人材育成・確保

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している     Ｂ：概ね達成している 

Ｃ：やや達成が遅れている Ｄ：達成が遅れている 

－：その他   
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

認定訪問看護師資格取得支援事業

訪問看護の実践と相談・指導ができる
看護師の育成を支援し、労働意欲の向
上、定着の促進、訪問看護師全体の質
の向上を推進するため、認定看護師資
格取得（対象分野：訪問看護、皮膚・
排泄ケア、認知症看護、緩和ケア）に
係る経費を補助

１４事業所 １８事業所

在宅療養環境整備支援事業（医療保健政
策区市町村包括補助事業）

在宅人工呼吸器使用者療養支援事業（医
療保健政策区市町村包括補助事業）

東京都在宅療養推進会議
訪問看護推進部会

訪問看護の推進に向けた取組につい
て、中・長期的な対策を含め、多角
的・総合的に検討

訪問看護推進部会
３回（６月、８月、２月）

訪問看護推進部会
４回

地域における教育ステーション事業
教育ステーション
１３箇所

訪問看護人材確保事業

都民や看護師等に訪問看護の業務内容
や重要性、その魅力をＰＲし、訪問看
護への理解促進と人材確保を図るため
の講演会等を実施

訪問看護フェスティバル
１回（１月）　２８９人

訪問看護フェスティバル
１回

管理者・指導者育成事業

人材育成も含めた人的資源管理、経営
的にも安定した事業所運営を行える管
理者を育成するとともに、管理者同士
のネットワーク構築の推進を図るた
め、管理者等に対する研修を実施。
　また、在宅療養の一層の推進を図る
ため、看護小規模多機能型居宅介護に
係る研修も実施。

○管理者・指導者育成研修
２回（１１月、１２月） １２３人

○看護小規模多機能型居宅介護実務研修
２回（１２月)　２６人

○管理者・指導者育成研修
２回　１４６人

○看護小規模多機能型居宅介
護実務研修
１回　３０人

在宅人工呼吸器使用者療養支援事業（医
療保健政策区市町村包括補助事業）

電力供給の停止がそのまま生命の危険
に直結する恐れのある、在宅人工呼吸
器使用者が停電時等に必要とする品目
について支援し、在宅療養における安
全・安心を確保する。

１区
医療保健政策区市町村包括補
助事業

＜課題２＞
地域における在宅
療養の推進

（取組２）
在宅療養患者を支える地域の取
組を促進

区市町村在宅療養推進事業

【再掲】

訪問看護認定看護師相当の指導者が配
置され育成支援のできる訪問看護ス
テーションを教育ステーションに指定
し、地域の小規模事業所のニーズに応
じた同行訪問等による指導・助言を行
うことにより、地域の訪問看護人材の
育成を支援

教育ステーション
１３箇所

取組状況調査
２回（４月、７月）

取組状況調査
２回

広域連携支援
東京都地域医療構想調整会議在宅療養
ワーキンググループの開催

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域（１０月～２月）

在宅療養ワーキンググループ
１３圏域

区市町村在宅療養推進事業

区市町村が行う地域の実情に応じた取
組を支援し、在宅療養体制の構築を図
る。

４８区市町村（重複を除く）

○区市町村在宅療養推進事業
４３区市町村
（１）在宅医療と介護の提供体制の充実に向け
た先駆的な取組への支援：１６区市町村
（２）切れ目のない在宅医療提供体制の構築や
医療・介護関係者等への情報共有に対する支
援：３５区市町村
（３）小児等在宅医療推進事業：５区市町村

○在宅療養環境整備支援事業
２３区市町村

６２区市町村

在宅療養環境整備支援事業（医療保健政
策区市町村包括補助事業）

医療保健政策区市町村包括補
助事業

課題 取組 平成３０年度実績

＜課題１＞
区市町村を実施主
体とした在宅療養
体制の構築

（取組１）
地域包括ケアシステムにおける
在宅療養体制の構築

在宅療養普及事業

東京都在宅療養推進会議の開催　

○東京都在宅療養推進会議
１回（３月）

○普及啓発ＤＶＤ検討部会
１回（７月）
○ＩＣＴを活用した情報共有検討部会
２回（８月、１０月）

○東京都在宅療養推進会議
２回

○部会
６回

東京都保健医療計画（平成３０年３月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成３０年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

区市町村・地区医師会担当者連絡会の
開催

区市町村・地区医師会担当者連絡会
２回（６月、２月）

区市町村・地区医師会担当者
連絡会
２回

在宅療養に関する普及促進
（普及促進媒体等の作成）

普及啓発ＤＶＤの作成
（「最期まで自分らしく暮らす－在宅療
養のすすめ－」）

普及啓発ＤＶＤの作成

各区市町村における在宅医療・介護連
携推進事業等の取組状況に関する調査
の実施
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成３０年度実績

東京都保健医療計画（平成３０年３月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成３０年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

○

○

在宅療養研修事業

地域における在宅療養推進の中心的な
役割を担う人材（在宅療養地域リー
ダー）を育成する。また、病院の在宅
療養に関する理解促進のための研修や
地域と病院の相互の研修を支援するこ
とで、病院から在宅療養への円滑な移
行を促進

○在宅療養推進研修
１回（９月）　２２０人

○在宅療養推進研修
１回　１３５人

○病院内での理解促進研修
１１地区

○病院内での理解促進研修
１０地区

○病診連携研修（相互研修）
９地区

○病診連携研修
１０地区

＜課題３＞
在宅療養生活への
円滑な移行の促進

（取組３）
在宅療養生活への円滑な移行の
促進

入退院時連携強化事業

医療機関における入退院支援に取り組
む人材を育成・確保するとともに、入
退院時における地域との連携を一層強
化し、在宅療養生活への円滑な移行を
促進

○入退院時連携強化研修
２回（１月、２月）　３９５人

○在宅療養支援窓口取組推進研修
１回（３月）　７４人

○入退院時連携支援事業（人件費補助）
６５施設

○入退院時連携強化研修
２回　３３０人

○在宅療養支援窓口取組推進
研修
１回　１０６人

○入退院時連携支援事業（人
件費補助）　９０施設

○在宅療養推進シンポジウム
１回（１２月）　２１７人

○在宅療養推進シンポジウム
１回

○実践編研修（在宅編）
２回（２月、同月）　２２区市町村

○実践編研修（在宅編）
２回　２４区市町村

○実践編研修（施設編）
２回（２月、３月）　９６人

○実践編研修（施設編）
２回　１０４人

○看取り環境整備支援事業
（１）既存施設において看取りを行うた
めに実施する改修等　　３施設
（２）「看取り期まで対応する小規模な
地域の住まい」を整備・開設する事業
１施設

○看取り対応支援費補助
５施設

○看取り環境整備支援事業
（１）５施設

（２）１施設

○看取り対応支援費補助
１５施設

＜課題２＞
地域における在宅
療養の推進

（取組２）
在宅療養患者を支える地域の取
組を促進

新任訪問看護師就労応援事業

看護職に対し、訪問看護への理解促進
を図るとともに、訪問看護未経験の看
護職を雇用し、育成を行う訪問看護ス
テーションに対し、教育体制の強化を
図るための支援策を行うことにより、
訪問看護未経験の看護職が不安なく訪
問看護分野への就労を選択できる環境
を整え、もって、就労を促し、質の高
い訪問看護師の確保を図る

９２人 １６０人

暮らしの場における看取り支援事業
在宅や施設等の住み慣れた暮らしの場
における看取りを支援

○医師向け研修（基礎編）
２回（２月、３月）　９７人

○医師向け研修（基礎編）
２回　２００人

訪問看護ステーション事務職員雇用支援
事業

事務職員の配置のない訪問看護ステー
ションが、看護職員の事務負担軽減の
ために新たに事務職員を雇用する場
合、事務職員の雇用に係る経費を補助

３１事業所 ７０事業所

訪問看護等事業開始等運営支援事業

訪問看護ステーション及び看護小規模
多機能型居宅介護事業所の開設や運営
の安定化・効率化や経営基盤の強化を
支援するため、経営コンサルタントに
よる個別相談会を実施

５０事業者 ６０事業者

訪問看護ステーション代替職員（研修及
び産休等）確保支援事業

訪問看護ステーションで働く訪問看護
師の勤務環境向上と定着推進のため、
研修受講や産休・介休等を取得する場
合に、必要な代替職員を確保する経費
を支援し、訪問看護のサービス量確保
と質の向上を図る

○研修代替：１事業所

○産休等代替：１２人

○研修代替：２事業所

○産休等代替：９人
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様式１－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅）

○　事業実績

課題 取組 平成３０年度実績

東京都保健医療計画（平成３０年３月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

平成３０年度計画
（予算規模等）

国
庫
負
担

＜課題５＞
都民の在宅療養に
関する理解の促進

（取組５）
在宅療養に関する都民への普及
啓発

在宅療養普及事業 【再掲】

○基礎編
１回（３月）１５人

○実践編（同行訪問）
３回

○基礎編
１回　３０人

○実践編（同行訪問）
１０回

暮らしの場における看取り支援事業

【再掲】

東京都在宅療養推進会議訪問看護推進部
会

＜課題４＞
在宅療養に関わる
人材育成・確保

（取組４）
在宅療養に関わる人材育成・確
保

在宅療養研修事業 【再掲】

地域における教育ステーション事業

訪問看護人材確保事業

管理者・指導者育成事業

認定訪問看護師資格取得支援事業

訪問看護ステーション代替職員（研修及
び産休等）確保支援事業

新任訪問看護師就労応援事業

在宅医療参入促進事業

訪問診療等を実施していない診療所医
師等に対する在宅医療に関する理解の
促進を図るためのセミナーを開催し、
在宅医療への参入促進を図る。

○在宅医療参入促進セミナー
１回（１月）２１人

○同行訪問
１回

○在宅医療参入促進セミナー
１回　８０人

○同行訪問
２０回

小児等在宅医療推進研修事業
在宅医及び看護師等を対象とした小児
医療に関する研修を実施し、小児等在
宅医療への参入促進を図る。
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 リハビリテーション医療 】

○　各指標の達成状況

Ａ

Ａ

ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮ
ﾝ医療

関東信越厚生局「届出受
理医療機関名簿」

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

実績

項目 取組 指標名 策定時 目標値

取組１
取組２
取組３

運動器　939施設
脳血管　561施設
呼吸器　324施設
が　ん　126施設
心大血管　95施設
（平成31年4月現

在）

リハビリテーションが実
施可能な医療機関数

運動器　892施設
脳血管　537施設
呼吸器　319施設
が　ん　117施設
心大血管　86施設
（平成29年9月現

在）

増やす

関東信越厚生局「届出受
理医療機関名簿」

取組１
回復期リハビリテーショ
ン病棟の病床数

7,057床
（10万人当たり

51.4床）
（平成29年9月現

在）

増やす

7,707床
（10万人当たり

55.6床）
（平成30年12月現

在）

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 リハビリテーション医療 】

○　事業実績

-

-

-

国
庫
負
担

課題 取組 平成30年度実績

平成30年度計画
（予算規模等）

○おおむね二次保健医療圏ごとに指定
している地域リハビリテーション支援
センターを拠点に、地域において様々
な形態で実施されているリハビリテー
ション事業を支援することによって、
保健・医療・福祉が連携した地域にお
けるリハビリテーションのシステム化
を図る。

○脳卒中地域連携パスの標準様式「東
京都脳卒中地域連携診療計画書」を
ホームページに掲載し、普及啓発を実
施

○地域リハビリテーション支援セン
ター（１２医療圏）
・地域リハビリテーション提供体制の
強化
・訪問・通所リハビリテーションの利
用促進
・地域リハビリテーション関係者の連
携強化

○地域リハビリテー
ション支援事業
・１２医療圏

○回復期機能の充実を図るため、回復
期リハビリテーション病棟及び地域包
括ケア病棟等の施設・設備整備に要す
る費用について補助
・施設（８施設）
・設備（１２施設）

○地域医療構想推進事
業（施設設備整備）
・施設（１６施設）
・設備（１５施設）

○地域医療構想に基づき、病床の整備
及び病床機能の転換を行う医療機関に
対し、改修・改築等の施設・設備整備
に要する経費の一部を補助することに
より、都における病床機能分化を促進
する。

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

ﾘﾊﾋﾞﾘ
ﾃｰｼｮﾝ
医療

＜課題１＞
一貫したリハビリテー
ションの実施

（取組１）
一貫したリハビリテー
ションの推進

＜課題３＞
東京都リハビリテーショ
ン病院の運営

（取組３）
東京都リハビリテーショ
ン病院の運営

○地域医療構想推進
事業（施設設備整
備）

○地域リハビリテー
ション支援事業

○地域リハビリテーション支援セン
ターとして、地域リハビリテーション
に関わる施設や行政等と連携し、地域
リハビリテーションの支援を行う。

○地域リハビリテーション支援セン
ターとして、地域の関係機関等と連携
を推進するとともに、研修等を実施

○退院支援の強化により、入院療養の
質の向上に寄与し、安心して退院後の
より良い在宅医療を継続できるよう支
援を実施

○地域リハビリテー
ション支援事業
（区東部圏域）

○地域リハビリテー
ション支援事業
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 外国人患者への医療 】

○　各指標の達成状況

Ａ

Ｂ

項目 取組 指標名 策定時 目標値

外国
人患
者へ
の医
療

取組１
取組３

「外国人患者受入れ医療
機関認証制度・JMIP」認
証病院数

10病院
（平成29年度）

増やす

取組１
取組３

「訪日外国人旅行者受入
れ医療機関」数

27病院
142診療所

105歯科診療所
（平成29年度）

増やす

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

実績

34病院
127診療所

103歯科診療所
（平成30年度）

東京都調べ

19病院
（平成30年度）

日本医療教育財団
ホームページ

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 外国人患者への医療 】

○　事業実績

○

○

外国人患
者への医
療

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改定）の内容

事業名 事業概要

＜課題１＞
外国人患者の受入体制が
整った医療機関の確保

（取組１）
外国人患者受入れ医療機
関の整備
○外国人患者受入れ医療
機関認証制度・JMIP取得
に対する支援、院内表示
の多言語化など、外国人
患者受入体制整備への支
援により、引き続き外国
人患者対応に取り組む医
療機関の整備を促進して
いきます。

東京都外国人患者の受入体制の
充実に係る第三者認証取得支援
事業

外国人患者受入れ医療機関認証
制度（JMIP）を受審する病院に
対し評価料等を補助

東京都医療機関案内サービス
“ひまわり”による情報提供

外国語対応可能な都内医療機関
情報を提供（英・中・韓）

東京都薬局機能情報提供システ
ム“ｔ－薬局いんふぉ”による
情報提供

外国語対応可能な都内医療機関
情報を提供（英・中・韓）

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

平成30年度計画
（予算規模等）

これまでの取組状況

平成30年度補助実績：1病院 8病院

東京都外国人患者受入れ体制整
備支援事業

パンフレットや問診票、ホーム
ページの翻訳及び作成に係る費
用や院内資料、案内表示の多言
語化等に取り組む医療機関への
補助

平成30年度補助実績：10医療機関 60医療機関

“ひまわり”Webサイトの運営
アクセス数：5,451,998件

東京都医療機関案内サー
ビス“ひまわり”Webサ
イトの運営

（取組１）
○未収金防止対策、宗
教・文化・慣習の違いや
医療制度の違いを理解し
た上での対応、感染症情
報等の医療機関向けの研
修や、診療所向け外国人
患者対応のためのマニュ
アルなどを通じて医療機
関の対応力の向上を図り
ます。

外国人患者対応支援研修

場面ごとにおける外国人患者対
応時の注意事項や、制度等の説
明方法、医療費の支払方法や未
収金防止対策等について学ぶ、
医療機関向けの研修を実施

基礎編、実践編（窓口編2回、診療編2
回）を実施

2回

海外渡航者や外国人患者を診療
するための医療機関向け研修会

海外渡航者等が受診する医療機
関などを対象に、蚊媒介感染症
など海外で流行する感染症の診
断のポイントや、感染症が疑わ
れる外国人旅行客等が受診した
際の対応等についての研修を実
施

研修の実施（1回） 1回

“ｔ－薬局いんふぉ”Webサイトの運
営
アクセス数：68,864件

東京都薬局機能情報提供
システム“ｔ－薬局いん
ふぉ”Webサイトの運営

＜課題３＞
外国人患者が症状に応じ
て安心して受診等ができ
る仕組づくり

○行政や医療機関、医師
会等関係団体や宿泊施設
等、関係機関による会議
体を設置し、関係機関の
連携を強化した取組を促
進します。

外国人患者への医療等に関する
協議会

医療機関や関係団体、観光・宿
泊施設等による会議体を設置
し、連携を強化し、外国人への
医療提供に係る取組を促進

・外国人患者への医療等に関する協議
会設立準備会の開催
・外国人患者への医療等に関する協議
会の開催

協議会2回・検討部会3回

＜課題２＞
外国人向けの医療情報等
の充実

（取組２）
○東京都保健医療情報セ
ンターの外国語対応事業
（医療情報サービス）
や、東京都医療機関案内
サービス“ひまわり”・
東京都薬局機能情報提供
システム“ｔ－薬局いん
ふぉ”等のWebサイトに
おいて、外国人対応を行
う医療機関・薬局の紹介
や、日本の医療制度等に
ついて情報提供を行って
いきます。

○外国人への対応を行う
機会の多い宿泊施設、観
光案内所や、区市町村、
救急相談センター（＃７
１１９）等の関係機関と
連携して、効果的に医療
情報等を提供していきま
す。

東京都保健医療情報センターの
外国語対応事業

外国語対応可能な都内医療機関
や日本の医療制度等を、相談員
が５か国語（英・中・韓・タ
イ・スペイン）で案内

外国語対応事業の実施
相談件数：9,894件

外国語対応事業の実施

○地域の医療機関が連携
した、症状に応じて外国
人患者を受け入れる仕組
みづくり（医療機関間の
連携、診療所・中小病院
の後方支援）や、関係機
関と連携した効果的な情
報提供の仕組みづくりな
ど、地域の実情に応じた
取組を推進します。

○国や関係部署等と連携
して、外国人旅行者に対
する旅行保険の加入促進
の働きかけや、海外への
日本の医療制度などの情
報発信を行っていきま
す。

地域の実業に応じた外国人患者
受入れ環境整備事業

外国人が多い地域において、医
療機関と関係機関の連携によ
り、外国人患者が症状に応じて
安心して受診できるよう、地域
の実情に応じた受入れ環境を整
備

渋谷区、新宿区において事業実施（都
立広尾病院、東京都保健医療公社大久
保病院に委託）

3地域

宿泊施設等における外国人患者
対応の実態を踏まえた対応方法
の検討等委託

宿泊施設・観光施設等の現状・
課題・ニーズを把握し、対応方
法を整理して、宿泊施設や観光
施設等の職員が体調を崩した外
国人旅行者から相談を受けた際
に適切に対応できるよう、対応
方法をまとめたマニュアルを作
成

宿泊施設等向け外国人患者対応マニュ
アルを作成

マニュアルの作成
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様式２－１

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 歯科保健医療 】

○　各指標の達成状況

－

－

－

－

項目 取組 指標名 策定時 目標値

歯科
保健
医療

共通
８０２０を達成している
都民の割合（７５～８４
歳）

55.5% 増加

取組３
障害者施設等で定期的な
歯科健診を実施している
割合

57.4% 70%

達成
状況

出典
１年目 ２年目 ３年目

実績

－
東京都歯科診療所患者調

査

取組１
取組２

かかりつけ歯科医で定期
健診又は予防処置を受け
ている者の割合（３歳
児、１２歳児）

３歳児　43.3%
12歳児  38.3%

３歳児　60%
12歳児  55%

－
幼児期・学齢期歯科保健

行動調査

－
東京都における障害児
（者）の歯科保健医療に

関する実態調査

介護保険施設等における
口腔ケア等実態状況調査

取組４
介護保険施設等で定期的
な歯科健診を実施してい
る割合

21.1% 50% －

＜評価基準＞ 

Ａ：達成している  Ｂ：概ね達成している  Ｃ：やや達成が遅れている   

Ｄ：達成が遅れている  －：その他   
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様式２－２

保健医療計画　進捗状況評価（５疾病５事業在宅以外）

【 歯科保健医療 】

○　事業実績

○

－

－

－

－

○

○

－

項目

東京都保健医療計画（平成30年3月改
定）の内容

事業名 事業概要
これまでの取組状況

歯科保健
医療

＜課題１＞
歯と口の健康づく
りの普及啓発

（取組１）
ライフステージに
応じた歯と口の健
康づくりの推進

○東京都８０２０運動
推進特別事業

○歯科口腔保健の推進に携わる人材
に対する研修等を実施することで、
８０２０運動を推進

○歯科保健普及啓発事
業費補助

○都民の普及啓発とかかりつけ歯科
医の定着を目的とした事業に対する
補助を実施

○８０２０すこやか家
族表彰事業（再掲）

○都民の歯科保健意識を高めるた
め、よい歯を保っている家族を表彰
（再掲）

＜課題４＞
在宅歯科医療体制
の充実

（取組４）
在宅療養者のＱＯ
Ｌを支える在宅歯
科医療体制の推進

国庫
負担

課題 取組 平成30年度実績

平成30年度計画
（予算規模等）

○多職種向け食育支援講習会　２回（対象：
栄養士・保育士・教員等、受講者数：約400
名）

東京都８０２０運動推進
特別事業　2,137千円

○東京都歯科口腔保健
推進事業

○東京都歯科保健推進計画の推進等
のための事業を実施

○口腔機能の維持向上講演会　１回（受講者
数：約200名）
○口腔機能の維持向上ＤＶＤ・リーフレット
作成・配布（ＤＶＤ1,000部、リーフレット
10,000部）

東京都歯科口腔保健推進
事業　5,642千円

○８０２０すこやか家族表彰　１回（再掲）
８０２０すこやか家族表
彰事業　272千円（再
掲）

＜課題３＞
障害者歯科医療の
推進

（取組３）
地域で支える障害
者歯科医療の推進

○心身障害者口腔保健
センターの管理運営

○重度・難症例の心身障害児（者）
の歯科診療の実施
○障害者歯科に関する研修会の実施
(歯科医療従事者、医療従事者、介護
職員、都民等)
○障害者歯科に関する調査の実施

○歯科診療　延べ16,374件
○障害者歯科に関する研修　19コース、延べ
2,817名参加
○障害福祉サービス等事業所　2,114か所に対
して調査を実施

心身障害者口腔保健セン
ターの管理運営
511,019千円

＜課題２＞
かかりつけ歯科医
の定着・医科と歯
科の連携

（取組２）
かかりつけ歯科医
での予防管理の定
着と医科歯科連携
の推進

○東京都周術期口腔ケ
ア推進事業

○周術期口腔ケアに対応する歯科医
師や歯科衛生士を育成するための研
修会を開催し、研修修了者のいる医
療機関の情報を活用して、病院と歯
科医療機関との連携を図る
○周術期における口腔ケアや歯科受
診の大切さについて、患者家族の理
解向上と都民への普及啓発に取り組
み、患者の歯科受診を促進

○周術期口腔ケア
　・歯科医療従事者に対する研修事業（受講
　者数：約350名）
　　基礎、応用、導入研修　各２回
　　実地研修　１回
　　都民向け講演会　１回
　・研修終了者の情報を東京都歯科医師会の
　ホームページに掲載（約700歯科医療機関）
　・周術期等における医科歯科連携推進のた
　め、がん診療連携拠点病院等に対して調査
　を実施

東京都周術期口腔ケア推
進事業　5,170千円

○上野動物園行事開催　１回（参加者数：約
3,000名）

歯科保健普及啓発事業費
補助　4,050千円

東京都８０２０運動推進
特別事業　2,137千円
（再掲）

○東京都在宅歯科医療
推進事業

○在宅療養者を支える家族や介護職
等が、口腔内の状況に関心を持ち、
適切に歯科医療機関につなげるよ
う、普及啓発を実施

○介護職等向け研修　４回（受講者数：約100
名）
○介護事業所に対し、口腔のチェックシート
を送付　7,420か所

東京都在宅歯科医療推進
事業　6,867千円

○東京都８０２０運動
推進特別事業（再掲）

○歯科口腔保健の推進に携わる人材
に対する研修等を実施することで、
８０２０運動を推進（再掲）

○歯科医療従事者向け研修　３回（受講者
数：約220名）
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